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Ｉ . ２Ｒ政策と２Ｒ研究の動向  
 第 I 部では、２Ｒ政策の国内外の動向を簡単に概観するとともに、２Ｒに関連
する研究をレビューし、２Ｒの実態および効果を把握する上で注目すべき指標と

使用されている分析手法を抽出する。  
 
１章  ２Ｒをめぐる動向  
1.1. はじめに  

 廃棄物発生抑制の重要性は、早い国では、少なくとも 1970 年代には指摘され
ている。しかし、数十年の間、世界的にみても発生抑制の取組はリサイクルや適

正処理と比較して遅れてきたと言わざるを得ない。「言うは易し行うは難し」の取

組である。しかし、そのような発生抑制も、近年、特に EU を中心に新たな注目
を浴びている。これまでの発生抑制の主な手段としては、普及・啓発による市民

等による自発的な取組の実施、もしくは、ごみ有料化による取組の実施を挙げる

ことができるが、これらとは異なる取組事例も少しずつ現れてきていると思われ

る。  
 そこで本章では、国内における最近の２Ｒ政策の動きを概観するとともに、海

外における廃棄物発生抑制に係る取組の進展状況として、EU に着目して、その

状況を概観した。 

 
1.2. ２Ｒをめぐる国内動向  

 わが国では、1991 年の廃棄物処理法の改正の際にその目的として廃棄物の排出
抑制が記され、1994 年に制定された第一次環境基本計画で、第三部第４節廃棄
物・リサイクル対策において３Ｒの考え方が公式に示された。また、産業構造審

議会  廃棄物・リサイクル部会による品目別廃棄物処理・リサイクルガイドライン
には、1998 年改正版においてもプラスチック廃棄物の薄肉化・長寿命化による減
量化や、自動車の鉛削減、自転車・家電などの長期使用などの記述が見られる。

そして 2000年に制定された循環型社会形成推進基本法に３Ｒの考え方が示され、
廃棄物・資源循環分野の基本的な考え方として確立した。同じ国会で旧リサイク

ル法が改定されて資源有効利用促進法となり、発生抑制を促進すべき物品や業種

が指定されることとなった。さらに 2003 年には循環型社会形成推進基本計画が
策定され、入り口の指標として資源生産性を採用、その目標値も設定された。こ

のように 90 年代以降、３Ｒの考え方の中で２Ｒが優先するという考え方は唱え
られていたが、2000 年代前半まではそれが国の政策として具体化されることはほ
とんど見られなかった。  
 比較的具体的な動きが見られるようになってきたのは、2000 年代後半以降であ
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る。2006 年の容器包装リサイクル法の改正議論の中で２Ｒの遅れが大きな問題と
して取り上げられた後と言ってよいであろう。容器包装リサイクル法改正までの

議論の中で取り上げられていたレジ袋の有料化が地域協定として広がり始めた。

環境省もレジ袋削減を推進した（環境省 ,2008）。その後も、ＰＥＴボトルのリユ
ース (環境省 ,2009a）やマイボトル・マイカップキャンペーン（環境省 ,2010a）、
使用済製品等のリユース（環境省 ,2010b）など、キャンペーンを実施したり、検
討会等において社会実験を含む２Ｒの推進可能性を検討している。また経済産業

省の調査事業においても多数の２Ｒ関係の社会実験調査が実施されている。  
 循環基本計画の進捗をフォローアップしている中央環境審議会循環型社会計画

部会（以下、循環計画部会という。）においては、循環基本計画のフォローアップ

とともに、我が国全体のリサイクル効果の推計することなど、施策の展開が試み

られてきているところであるが、この２～３年ほどは発生抑制への展開の意欲も

感じられる。例えば、平成 21 年 2 月の部会資料には発生抑制の概念や発生抑制効

果の指標について、翌年 2 月の部会資料には、発生抑制の取組やその実施状況、

効果把握の課題についてそれぞれ整理がされている（環境省 ,2009b；環境

省,2010c）。最近では、2011 年 3 月の循環型社会計画部会資料において、厨芥類、
紙類、プラスチック類についての発生抑制ポテンシャルの推計結果が報告されて

いる（環境省 ,2011）。しかしながら、まだその可能性を模索している段階とも捉
えられ、本格的な施策の実施はこれからの課題である。  
 
【参考文献】  

・環境省 (2008),「環境省  報道発表資料－平成 18 年 7 月 4 日－亀田興毅選手と連
携 し た レ ジ 袋 削 減 ポ ス タ ー の 制 作 発 表 」

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=7278 
・環境省 (2009a),「環境省  報道発表資料－平成 21 年 8 月 7 日－「ペットボトル
リユース実証実験結果の取りまとめ」の公表について（お知らせ）」，

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=11451 
・環境省 (2010a),「環境省  報道発表資料－平成 22 年 5 月 21 日－マイボトル・
マ イ カ ッ プ キ ャ ン ペ ー ン の 開 始 に つ い て （ お 知 ら せ ）」，

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=12513 
・環境省 (2010b),「環境省  報道発表資料－平成 22 年 9 月 14 日－平成 22 年度使
用済製品等のリユース促進事業研究会（第１回）の開催について（お知らせ）」，

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=12927 
・ 経 済 産 業 省 ， 「 ３ Ｒ 政 策 （ METI/ 経 済 産 業 省 ） 」

http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/data/research/index.html 
・環境省 (2009b),「中央環境審議会循環型社会計画部会（第５０回）議事次第・
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資料」，http://www.env.go.jp/council/04recycle/y040-50b.html 
・環境省 (2010c),「中央環境審議会循環型社会計画部会（第５５回）議事次第・
資料」 ,http://www.env.go.jp/council/04recycle/y040-55b.html 

・環境省 (2011),「中央環境審議会循環型社会計画部会（第６１回）議事次第・資
料」 ,http://www.env.go.jp/council/04recycle/y040-61b.html 

 

1.3. EU での動向  

 廃棄物発生抑制を優先すべきことは、EU の廃棄物枠組み指令（以下、単に「廃
棄物指令」という。）  1)で述べられている（4 条 1 項）。これは、我が国の循環型
社会形成推進基本法が第 5～7 条で定める廃棄物対策の優先順位と同様の考え方
である。廃棄物指令は 1975 年に制定されているが、当時の規定は発生抑制を促
進する旨の記述はあるものの、優先順位が必ずしも明確でなかった。この点は

1991 年の改正によって発生抑制が最優先される対策であることが明示された。こ
の考えは、近年の EU 廃棄物政策でも踏襲されており、例えば、2002 年の第 6
次環境行動プログラム（8 条 1 項 2 行）  2)でも発生抑制が最優先されるべき取組

であることが述べられている。2005 年には、同プログラムを受けて Thematic 
strategy on the prevention and recycling of waste  3)が策定され、その 2 節にお
いて、発生抑制の取組の進展が遅れていること、発生抑制の目標を掲げた国や自

治体においても達成状況が芳しくないことが指摘されるとともに、3 節において
廃物発生抑制等の取組等が環境影響を低減させるものであるということが明確に

された。2008 年の改正廃棄物指令では、さらに一歩踏み込み、加盟各国が 2013

年 12 月 12 日までに発生抑制プログラムを策定することを求めている（29条 1項）。

この各国が策定する発生抑制プログラムにおいては、発生抑制の目標を定めるこ

と（同 2 項）、適切なベンチマークを定めること（同 3 項）が求められている。ベ

ンチマークは定量的なものでも、定性的なものでもよく、適切な指標を用いても

よいこととされている。また、欧州委員会においては、優良事例の情報を共有す

る仕組みを構築することが定められている（同 5 項）。このような流れのなか、欧

州委員会は、現在、各国が発生抑制プログラムを策定するためのガイドラインを

作成しているところである（最終確認段階に入った版は文献  4)を参照。2011 年中

に確定する予定）。 
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図 1.1 EU27 カ国（キプロスを覗く）とノルウェー、スイスにおける  

都市ごみ発生量の将来予測結果（ベースシナリオ）  5) 
 

 それでは、このような廃棄物発生抑制にシフトしている EU における廃棄物の
発生量の状況を確認してみよう。図 1.1 に EU における廃棄物発生量とその処理
方法の経年変化を示す。1990 年には 2 億 900 万トンであった都市ごみの発生量
は、2008 年には 2 億 6100 万トンと 25%の増加を示している。この増加傾向は多
少緩やかになるものの、2020 年には 2 億 7900 万トンと 2008 年からさらに 7%
の増加が予測されている。処理方法については、EU は埋立指令により有機性廃

棄物の埋立処分の大幅削減が求められているため、直接埋立の割合は 2020 年に
は全体の 1/4 程度になるとされている。一方、日本とは異なって焼却処理への依
存度が低いという方向性は継続すると考えられ、このシナリオ予測においては、

焼却処理量は 2008 年から 2020 年にかけて 20%の増加を示しているものの、全
体に対する割合でいえば 2020 年でも 1/4 程度である。代わりに主流になるのが
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リサイクル・堆肥化であり、その量は 2008 年から 2020 年にかけて 30%の増加
という結果になっている。リサイクルの増加は過去 10 年ほどの伸びは期待でき
ないであろうから、EU における廃棄物削減を考えるうえで発生抑制は避けてと

おれない課題であることが分かる。  
 EU レベルの法制度の整備は、各国での取組が伴ってはじめてその意義・有効性

が確保される。そのため、EU の関係機関はボトムアップでの動きが活性化するよ

うに各種のイベントやワークショップを開催している。筆者が参加したものとし

ては、2010 年 11 月 10～11 日にドイツ・ベルリンで開催された Eionet ワークシ

ョップ  6)と、2011 年 3 月 28 日にベルギー・ブリュッセルで開催された国際

pre-waste ワークショップ  7)があり、各国の廃棄物政策担当者や関係団体等が参加

し、情報交換、ネットワーキングを行っている。また、2009～2011 年の 3 年間の

プロジェクトとして、The European Week for Waste Reduction が実施され、EU

における廃棄物発生抑制の普及・啓発のための活動が実施されている。 

EU 廃棄物指令では、3 条 12 項で発生抑制（prevention）が定義されており、
「物質、材料、もしくは製品が廃棄物となる前にとられる対策で、a)廃棄物量を
減らす（長期使用や製品リユースを含む）、b)発生廃棄物の環境や人の健康への悪
影響を減らす、c)を材料や製品中の有害物質量を減らすもの」（著者訳）とされて
いる。b)と c)を明示している点は特徴的であり、我が国でいう「発生抑制」に完
全に対応したものとは考えない方がよいだろう。なお、廃棄物の発生源における

コンポストなどを発生抑制とみなすかどうかなど、各国の担当者の意見に違いが

みられる点 aもあり、今後の解釈上の課題として残されている。  
（ａ）EU 加盟諸国での動向  
 まだ、発生抑制プログラムの策定期限に至っておらず、策定を検討している途

中であるところも多いので、各国の策定内容を確認できる状況にはまだない。比

較的、関連する報告書等を刊行している国としては、英国  9)、オーストリア  10)、

ベルギー  11)、アイルランド  12)、ドイツ  13)などがある。  
（ｂ）対象廃棄物  
議論の対象となっている廃棄物をみると、食品ごみ、紙ごみ、容器包装廃棄物、

紙おむつ、家具・家電などが比較的着目されている。食品ごみについては日本と

大差ないと思われたが、紙ごみについては投函物（ダイレクトメール等」の拒否

が講じられていることや、紙おむつへの着目、家具・家電のリユースが雇用確保

等の社会問題としての位置づけで議論されていることが多い点など、多少の差異

も見受けられた。  

                                                 
a 例えば、文献  7)における Bodart et al.の発表では、発生源におけるコンポストを発生抑制にみ

なすと主張されていたが、会場からはいくつかの反論があった。  
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多くの国が一般廃棄物に着目しているものの、発生抑制プログラムは一般廃棄

物に限定されるものではないので、事業系廃棄物や産業廃棄物の発生抑制の取組

やベンチマークの設定の動向も注目したいところである。  
（ｃ）取組手法  
 発生抑制の取組手法については、Pre-waste の報告書  14)によれば、50 の優良事
例のレビューをもとに、1)目標設定と計画、2)体制整備、3)規制と指針、4)経済
的手法、5)自発的取組と参加型アプローチ、6)教育・啓発を分類・提示している。
日本における状況と比較すると、5)の類型における業界と行政との協定、2)もし
くは 6)の類型に関連する優良事例等の情報共有などが比較的多用されているよ
うに思われた。  
 
【参考文献】  

1) Waste Framework Directive, 2008/98/EC
（http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2008:312:0
003:0030:EN:PDF）アクセス日 2011.3.31 

2) ｃEU (2002) Decision No 1600/2002/EC of the European Parliament and 
of the Council of 22 July 2002 laying down the Sixth Community 
Environment Action Programme of 10 September 2002
（http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2002:242:0
001:0015:EN:PDF）アクセス日 2011.3.31 

3) EU (2005) The Thematic Strategy on the prevention and recycling of 
waste (COM(2005) 666 final)
（ http://ec.europa.eu/environment/waste/strategy.htm ）  ア ク セ ス 日

2011.3.31 
4) European Commission (2009) Guidelines on Waste Prevention programme
（ http://ec.europa.eu/environment/waste/prevention/guidelines.htm ，

currently reviewed by the Technical Adaptation Committee's national 
waste experts) アクセス日 2011.3.31 

5) European Environment Agency (2010) The European Environment — 
State and Outlook 2010, Material resources and waste. SOER 2010 
thematic assessment, State of the environment report No 5/2010
（ http://www.eea.europa.eu/soer/europe/material-resources-and-waste/at_
download/file）アクセス日 2011.3.31 

6) The 2010 Eionet workshop on waste with the focus on waste prevention 
(2010) 10 – 11 November 2010, Berlin, Germany （ 会 議 資 料 ：

http://eea.eionet.europa.eu/Public/irc/eionet-circle/etc_waste/library?l=/ei
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onet_workshop/2010_10-11_november_2010&vm=detailed&sb=Title） ア ク
セス日 2011.3.31 

7) International Workshop Pre-waste (2011) 28 March 2011, Brussels, 
Belgium （ 会 議 資 料 ：

http://www.bruxellesenvironnement.be/Templates/Professionnels/Informer
.aspx?id=11506&langtype=2060）アクセス日 2011.3.31 

8) The European Week for Waste Reduction（http://www.ewwr.eu/）アクセス日
2011.3.31 

9) UK DEFRA (2009) Household Waste Prevention Evidence Review - 
WR1204, 
（ http://randd.defra.gov.uk/Default.aspx?Menu=Menu&Module=More&Loc
ation=None&Completed=0&ProjectID=16161）アクセス日 2010.12.1 

10) Austria: The Waste Prevention and Recovery Strategy (planning 
period 2006-2011)
（http://www.bundesabfallwirtschaftsplan.at/article/archive/16758）アクセ
ス日 2011.3.31 

11) Belgium: Waste prevention plan, strategy and programme: 
（http://www.ovam.be/jahia/Jahia/pid/975?lang=null）アクセス日 2011.3.31 

12) Ireland: National waste prevention programme Prevention plan 
2009-12
（ http://www.epa.ie/downloads/pubs/waste/prevention/name,25660,en.htm
l ，

http://www.epa.ie/downloads/pubs/waste/prevention/Prevention%20Plan%
202009-2012%20FINAL2.pdf）アクセス日 2011.3.31 

13) German: Günter Dehoust, Peter Küppers, Dr. Stefan Bringezu, 
Henning Wilts (2010) Development of scientific and technical foundations 
for a national waste prevention programme. Texte Nr. 60/2010
（http://www.uba.de/uba-info-medien-e/4044.html）アクセス日 2011.3.31 

14) PRE-WASTE (2010) Mapping Report on waste prevention practices in 
territories within EU27. 
（ http://www.bruxellesenvironnement.be/uploadedFiles/Contenu_du_site/
Professionnels/Formations_et_séminaires/Conférence_Pre-waste_2011_(ac
tes)/p3-%20prewaste-mapping-report.pdf?langtype=2060 ） ア ク セ ス 日

2011.3.31 
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２章  ２Ｒ研究の動向  
2.1. はじめに  

 本章では、廃棄物・資源循環論、環境経済学、環境社会心理学、エコロジカル・

マーケティング論など各種関連分野の２Ｒ関連研究を収集し、その概要を把握す

ることを目指した。２Ｒ研究を、その対象とする現象と研究目的から分類し、ど

のような２Ｒ研究が必要となるかについてのフレームワークを作成するとともに、

それぞれどのような研究が行なわれ、どのような点が課題と考えられるかを検討

する。  
 本研究では、２Ｒを生活者・企業の、ごみフローに対する「行動」を表す語と

してとらえ、研究対象としては２Ｒ行動とその環境効果、また２Ｒ行動を促進す

る施策・働きかけを考えた。  
 そしてこれを踏まえて、図 2.1.1 のような研究が考えられると整理した。すな
わち、  
①  ２Ｒ行動の環境効果の定量化   
②  ２Ｒ行動の要因・普及プロセスに関する分析   
③  ２Ｒ型製品・供給システムの開発、そのための技術開発  
④  制度・働きかけのデザイン  
⑤  制度・働きかけの２Ｒ行動促進効果の評価  
の５つの研究グループに分けられると考えた。なお２Ｒ行動は生活者の行動と企

業等の行動にわけられるので、①効果の定量化や②要因・普及プロセス、また⑤

制度・働きかけの２Ｒ行動促進効果の評価に関する研究などは、それぞれについ

て考えられる。  
 加えて、各概念の定義・分類、および、各研究対象の実態把握などが、それら

の基礎となる情報として必要と考えた。  

図 2.1.1 2R 研究の対象と研究の分類

生活者・企業の
２Ｒ行動

環境効果
２Ｒ促進
メカニズム

発生抑制効果，リスク・
環境負荷・資源消費の
削減効果, etc. 

２Ｒ行動評価

促進要因・阻害要因、
プロセス, etc.

制度，働きかけのデザイン

定義・分類

行動モデル 製品開発，技術開発
目標設定、戦略、インセン
ティブ設計、グリーン購入、
パートナーシップ構築, etc. 省資源設計・生産,

長寿命製品, etc. 

実態把握

指標，統計, etc. 

政策評価
LCA, etc.
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2.2. ２Ｒの指標・測定方法、および、研究方法  

 今回収集した２Ｒの指標・測定方法、および、研究方法に関する文献のリスト

を次ページの表 2.2.1 に示す。  
 国レベルの 2R、waste 
prevention の指標につ

いては、国の循環基本計

画などで一定採用されて

おり、また OECD(2004)
でも検討されてきている

（表 2.2.2 参照）。OECD
では指標体系として、

Pressure-State- 
Response 指標体系を採
用し、State 指標として
はすでに存在する環境指標を用いるのを前提として、Pressure 指標と Response
指標について検討したものである。Response 指標は、２Ｒ行動や２Ｒ行動を推
進する施策等のレベルの指標である。  
 日本では、例えば橋本・森口 (2002)は、物質循環の視点からみた指標体系を検
討・提案している。この文献では、物質循環全体を捉える指標体系を提案してい

るが、２Ｒ系の効果指標として、物質利用効率、物質利用時間を提案している。  
 個別品目の指標としては、食品リサイクル法における発生抑制指標に関する研

究（中野・松澤 ,2008)もある。この文献は、発生抑制の目標値を設定する際に、
発生活動量の違いを考慮するにはどのようなドライバーを用いるのが望ましいか

を検討した研究であるが、候補とした指標にはすべて短所もあるので、さらに業

種別に検討するなど詳細な検討が必要としている。  
 これらの指標研究は基本的には国レベルのものであるが、自治体レベルの計画

を立案する際にも、やはり２Ｒの指標は重要である。自治体の中には発生抑制の

目標指標を持っている自治体もあるが、自治体レベルの指標体系の検討は、今回

収集した文献の範囲では見られなかった。  
 生活者の 2R 行動の指標体系についても研究も見当たらなかったが、行動の測
定 方 法 に つ い て 検 討 し た 研 究 と し て 、 Corral-Verdugo,(1997)が あ っ た 。
Corral-Verdugo は、自己申告調査と観察調査により 100 世帯のリユース行動、リ
サイクル行動を測定するとともに、信念と動機、２Ｒ能力を測定し、共分散構造

分析を用いて、これらの変数間の関係を分析した。その結果、自己申告による行

動尺度と、観察調査による行動尺度の間には低い相関しか見られないこと、それ  

分類 指標
Pressure指標

民間最終需要あたり都市ごみ発生量
年間都市ごみ発生量
一人当たり都市ごみ発生量

都市ごみ発生抑制のResponse指標
EMSの認証をとっている企業の数（／人、／GDP)
新資源消費量、リサイクル量（ガラス、紙、金属などのみ）
DMお断りステッカーの配布世帯割合
政府のWaste Prevention戦略と計画の存在の有無
EPR政策の対象製品数（国、地域）
有料化対象世帯数・世帯割合

ＭＦＡに基づく指標
ＤＭＩ、ＤＭＩ／ＧＤＰ（マクロレベル）
産業部門別のＤＭＩ、ＤＭＩ／ＧＤＰ（産業部門レベル）
隠れたフロー指標
最終処分指標
堆肥利用指標

表 2.2.2. OECD(2004)で推奨されている指標  
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表 2.2.1. ２Ｒの指標・測定方法、および、研究方法に関する文献 
No. 著者 発行

年
タイトル 掲載誌、巻号、

ページ
２Ｒの
対象品目

2R行動・施策の
指標

効果の指標 測定方法 分析方法等 主な結論 コメントその他

1 中野・
松澤

2008 食品廃棄物の発生
抑制に係る効果判
定指標の検討

第19回廃棄物
学会研究発表
会

産業系・事業
系食品廃棄
物

食品廃棄物の発生
抑制の効果判定指
標：売上高、製造数
量、販売数量、原材
料数量（原材料費）
あたり食品廃棄物
量

各事業者が計算。
詳細は記載なし。

食品廃棄物の発生抑制の効
果判定指標としては、いずれ
も短所があり、さらに業種別の
状況も踏まえて慎重な検討が
必要

食リ法の目標値
設定のために国
が検討した内容
の学会発表

2 OECD 2004 TOWARDS WASTE
PREVENTION
PERFORMANCE
INDICATORS

ENV/EPOC/W
GWPR/SE(2004
)1/FINAL

全体 都市ごみの発生
抑制のResponse
指標として6指標
を挙げた。別表参
照。

都市ごみの
pressure指標として
３指標、MFAに基づ
く指標として７指標
を挙げた。別表参
照。

pressure指
標について
は、基準年
からの変化
を時系列で
検討。

都市ごみのpressure指標とし
ては民間最終需要あたり都市
ごみ発生量がよい。ただし、都
市ごみの定義・統計が国際間
で不一致なので、その変化を
見る。Response指標について
は効果が検証されているもの
は少ないので、そう考えられて
いるものも含めた。指標開発
の始まりとの位置づけ。MFA
指標としては産業部門別資源
生産性を強調。

OECDの報告書。
その後は指標の
WGに引き継がれ
たとのこと。

3 橋本・
森口

2002

循環型社会に向け
た物質循環の６つ
の指標の提案～マ
テリアルフロー分
析の視点から～

第13回廃棄物
学会研究発表
会講演論文集，
pp.48-50

全体

出入り口の指標：直
接物質投入量、直
接排出物量
２Ｒ系の指標：物質
利用効率、物質利
用時間

物質利用時間＝平
均製品寿命、また
は、製品蓄積量／
使用済み製品発生
量
物質利用効率＝最
終製品生産工程全
体の原材料の有効
利用量／原材料消
費量

物質循環の形態と目的から、
物質循環に関する６つの指標
を提案。そのうち、再生利用の
指標２つを除いて、左に記載。
なお物質循環の量を計測しよ
うとすると、困難さやあいまい
さが生じやすいとの指摘があ
る。

国全体、物質全
体を念頭に置き
つつ、個別製品
への適用も視野
に入れた文献。

4 Corral-
Verdug
o

1997

Dual ‘realities’ of
conservation
behavior: Self-
reports vs
observations of re-
use and recycling
behavior

Journal of
Environmental
Psychology,Vol.
17,pp.135-145

包装紙以外
の紙、衣類、
包装袋、段
ボール、ガラ
ス製品、新聞
紙、アルミ製
品、鉄製品

再使用行動の程
度、調査時点に
おける再使用用
保管場所での保
管品目数（世帯人
数調整済み）

再使用行動の程度：
インタビュー
再使用用保管品目
数：訪問調査時に保
管場所を見せてもら
い、そこにあった品
目数を計数。１人あ
たりにしたと思われ
る。

自己申告
データと観
察データを
同時に２つ
の従属変数
として導入し
た共分散構
造分析によ
り分析

自己申告データと観察データ
との間の相関は低く、規定因と
して影響する変数も異なる。

自己申告データ
が行動の程度で
あるのに対して、
観察データはそ
のときの保管量
であるため、同じ
ものを測定してお
らず、この論文だ
けからでは、結論
を支持できるか
疑問。
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ぞれで規定因が異なることを見出した。  
 ただしこの研究では、自己申告による行動尺度は、‘never ’, ‘sometimes’, ‘often’, 
and ‘always’ という行動頻度の４段階尺度であるのに対して、観察調査で測定し
ているのは、訪問調査時に資源ごみやリターナブルびんなどの保管場所に何個の

資源物が保管されているか、を家族人数で補正して尺度化したものであり、そも

そも測定している概念が異なると考えられる。消費量による違いや、排出頻度に

よる違いが考慮されていないので、この論文のみでは、自己申告尺度は現実の行

動を反映しない、ということは言えないと思われる。しかし、この論文のレビュ

ーや Tucker & Douglas(2006)などでも、環境配慮行動に関する調査においてしば
しばこうした傾向が見られることが指摘されており、ごみのフローとリンクする

行動尺度を検討する際には、何らの配慮が必要であろう。いずれにしても、この

ような調査方法、尺度化による違いの検討は、行動の分析上重要であると考えら

れ、今後、さらに検討が必要であろう。  
 
2.3. 生活者の２Ｒ行動に関する研究  

2.3.1. 分類・体系化  

 このタイプの文献としては、一般

向けに２Ｒの方法を紹介するガイド

ブック的な書籍や記事と、行動の尺

度化を念頭に因子分析や数量化 III
類、クラスター分析等により、分類・

分析するものなどがある。  
 ガイドブック的な書籍としては、

例えばグリーンコンシューマー・ネ

ットワークによる『地球にやさしい

買い物ガイド』 (1994)がある。この
本では、グリーンコンシューマー原

則を提案し、２Ｒ行動も含めて環境

配慮型の購買行動を整理して提案し

ている（表 2.3.1.）。また、品目別に環境に配慮した買い物のヒントを掲載してお
り、品目別の整理という側面もある。品目別の整理は、Elkington ら (1990)、鶴
田 (1996)、グリーンコンシューマー全国ネットワーク (1999)などのグリーン･コン
シューマー・ガイドや類似の一般向けの書籍でしばしば見られるもので、実用的

な分類といえるだろう。ただし、上記 10 原則のように、ある商品に対して新し
い方法を考える際の枠組みや考え方を与えているわけではない。  
 ２Ｒのうち、リデュースのみに焦点を当てて、考え方を整理したものに 3R 検

①必要なものだけを買う  
②ごみは買わない・容器は再使用できるもの
を選ぶ  

③使い捨ての商品は避け、長く使えるものを
選ぶ  

④使う段階で環境への影響が少ないものを
選ぶ  

⑤作るときに環境を汚さず、作る人の健康を
そこなわないものを選ぶ  

⑥自分や家族の健康や安全をそこなわない
ものを選ぶ  

⑦使ったあと、リサイクルできるものを選ぶ
⑧再生品を選ぶ  
⑨生産・流通・使用・廃棄の各段階で資源や
エネルギーを浪費しないものを選ぶ  

⑩環境対策に積極的なお店やメーカーを選
ぶ  

表 2.3.1.1. グリーンコンシューマー10原則
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定実行委員会 (2008)がある。今回、さらにリユースを加えて整理した（表 2.3.2.）。  
  
分類  考え方の例  具体例  

使用資源の少な

い商品の選択  
軽量化されたボトル入り飲料の購入／コンパクト化され

た粉末洗剤（及び容器）の購入／大型容器入り商品の選

択／できる限り裸売りや包装の少ない方法で売られてい

る生鮮野菜を購入  
長寿命製品の選

択  
長寿命の蛍光灯の購入／やぶれにくいソックスの購入／

劣化・陳腐化しやすい設備を取り外しやすくして住宅本

体の長期使用に配慮する  
中古品の販売・利

用  
自分では使用しないがまだ使用できる衣類や家具などを

フリーマーケット・中古品店等で販売・購入／お下がり

の利用  
消耗した部分だ

け取り替えられ

る商品の選択  

芯を替えられるボールペンの購入／ブラシを替えられる

歯ブラシの購入  

詰替商品の選択  詰替シャンプー・リンス、詰替調味料などの購入  
リターナブル容

器入り商品の選

択  

リターナブル容器に入ったビール・ミネラルウォータ

ー・しょうゆなどの購入  

持参容器等での

購入  
水筒やタンブラーなどを持参してコーヒー等を購入／小

麦粉・香辛料・キャンディなどの量り売りをしているお

店で持参容器で購入  

製

品・提

供 方

法 の

変 更

と そ

の 選

択  

使い捨て食器の

少ない方法の選

択  

使い捨て食器・使い捨て容器などを使わない飲食店・イ

ベントの模擬店等の利用  

使い切る／使い

切れる量を買う  
にんじんの皮のきんぴら・皮付き野菜の煮物・すいかの

皮の漬物などのエコ・クッキング／食べ残しをしない／

うっかり忘れて腐らせない／計画的に献立を考えて、冷

蔵庫の中を確認してから必要な食材のみを買う／量り売

り・バラ売りを利用して必要な分のみ買う／両面コピー

する／ペンキを最後まで使う  
長く使う／修理

／詰め替え  
丁寧に使って長く使用する／修理をしながら長く使用す

る／詰替商品を詰替えて本体容器を長く使用／ポールペ

ンのリフィルのみ替えて本体を長く使用／パソコンなど

の主要部品をアップグレードして使える部品は長く使う  
使い捨て商品を

長期使用商品・持

参品で代替  

ラップの代わりにフリージングパックやふたを利用／テ

ィッシュの代わりに布巾でふく／マイバックを持ち歩く

ことでレジ袋の消費を減らす／マイ箸の持参／旅行時の

マイ歯ブラシ・マイカミソリの持参  

消 費

の 工

夫等  

共同で利用する

／借りる  
カー・シェアリング／使う機会が少ないモノはレンタル

を利用する／家電製品を家族で共有  
消費の無駄を省

く  
衝動買いをしない／おまけに惹かれて中身の不要なもの

を買わない  
環境を考慮した

価格に応じて消

費する  

ごみ有料化や EPR の導入に応じて適正量を消費する  

使 用

量 の

適 正

化  

足るを知る  モノから自立した暮らし方／できるだけ必要なモノだけ

で暮らすことを考える／あるモノで代用できるような物

は買わない／三度の食事をきちんととり，無駄に食べな

い／腹八分目の量を食べる  

出典：『３Ｒ検定公式テキスト』（３Ｒ検定実行委員会編， 2008）表 2-2 より筆者が加筆・修正  

 この表では、生活者から発生するごみの２Ｒについて、①製品・提供方法の変

表 2.3.1.2. リデュースのパターン別考え方と具体例  
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更、②消費の工夫、③生産量・消費量の適正化、の３つに分類して、さらにそれ

ぞれに対応する考え方のパターンと例を挙げている。これも、グリーンコンシュ

ーマー10 原則と同様に、ある商品についてリデュースを考える際の指針を提供す
るものになる。  
 このように、ごみフローの中の各品目に対して２Ｒによる削減を考える際には、

どのようなタイプの２Ｒ行動があるかが整理されていると、その考え方を適用し

た場合、どのようなことが可能かを考えることができ、有用だと考えられる。い

ままでのところ、これらの背景にある考え方は必ずしも明確ではなく、理論的な

導出や環境負荷削減効果の評価なども含めた研究も必要ではないかと思われる。  
 一方、行動の尺度化を念頭に因子分析や数量化 III 類、クラスター分析等によ
り、分類・分析している研究は多数見られる。ただし、ここでもごみ減量行動の

みでなく、他の分野の環境配慮行動を含めたものが多い。比較的２Ｒ行動を多数

扱っている研究としては、例えば西尾 (2005)、大沼ら (2007)などがある。  
 西尾は、環境配慮行動の構成概念として因子分析により５つを抽出、これを用

いて共分散構造分析により仮説モデルを検証した。  
 また大沼らは、主として２Ｒに関する消費・購買行動に対して、数量化 III 類
および因子分析を適用し、消費・購買行動に関する 5 つの因子を抽出した（表
2.3.1.3.）。第２因子をリデュース行動としているが、因子負荷の高い行動を見る
と、特に過剰な包装を断る行動が１つにまとまっているように思われる。これが、

第１因子の「量り売り」や「汚れても布巾やタオルを使用」などの行動や、第３

因子の食品ごみが発生しがちである傾向や、つい買いすぎる傾向などと識別され

ている点など、興味深い。大沼らは、このほか購入量等の変数も用いて、クラス

ター分析により回答者をライフスタイルで分類、ライフスタイルの違いによる資

源排出行動等の違いを分析するとともに、ライフスタイルにあわせた施策の実施

の可能性を示唆している。  
 このように同時に生起する傾向

にある行動の規定因は共通である

可能性が高いという考え方に基づ

くこれらの分析結果は、ライフス

タイルによる分類も含めて、働き

かける際に手がかりを与えるもの

と考えられる。また、初めに述べ

たグリーンコンシューマー 10 原
則のような規範的分類の作成にお

いても、こうした同時生起傾向を

念頭に置くことも有用ではないか

因子名 含まれる行動
第１因子 手間のかかる行動 「肉や魚などは量り売りで買う」、

「汚れても布巾やタオルを使用し
て拭」く、など6 項目

第２因子 リデュース行動 「過剰包装を断る」「買い物袋を
持参しレジ袋を断っている」など4
項目

第３因子 無計画消費行動 「つい考えずに買いすぎる」、「食
品の賞味期限を切らして捨てて
しまう」など４項目

第４因子 生ごみ処理行動 「しっかり水切りをする」、
「料理はあまりしないので調
理くずはでない」の２項目

第５因子 リユース行動 「古着は再利用する」、「洗
剤やシャンプーの容器は繰り
返し利用している」の２項目

表 2.3.1.3. ２Ｒ行動等の因子分析結果  
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と考えられる。  
 
2.3.2. ２Ｒ行動の実態  

 生活者の２Ｒ行動については、政府や自治体、あるいは研究者によって種々の

調査が行われていると考えられるが、継続的な調査によって時系列的な変化を分

析したり、各種の調査結果を横断的に整理したり、あるいはメタ分析を行うなど

の研究はあまり見当たらない。  
 政府調査としては、内閣府大臣官房政府広報室が 2005 年 9 月に実施した「環
境問題に関する世論調査」（内閣府大臣官房政府広報室 ,2005)の中で、「ごみを少
なくするために心がけていること」、「再使用や再生利用のために心がけているこ

と」として、「詰め替え製品をよく使う」、「レジ袋などをもらわないようにしたり

（買い物袋を持参する）、簡易包装を店に求めている」など２Ｒ行動と考えられる

項目について調査を行っている。また 2001 年の同様の調査結果と比較も行って
いる。  
 また中央環境審議会は、2009 年 2 月に『第二次循環型社会形成推進基本計画の
進捗状況の第１回点検結果について』（中央環境審議会 ,2009)を公表した。この中
で、取組み指標として 3R に関する主要な具体的行動についてアンケート調査の
結果を掲載している。リデュースとしては、マイバッグ持参／過剰包装を断る、

簡易包装・使い捨て食器抑制に取り組むお店の選択、使い捨て食器の使用抑制の

３項目、リユースとしては、インターネットオークションの利用、中古品店・フ

リマの利用、リターナブル容器入り商品の購入の３項目を挙げている。H19 年、
H20 年と調査を継続しており、いずれもインターネット調査を用いている。  
 このように、政府として２Ｒ行動の実態把握をする動きはあるが、まだ環境・

循環型社会白書には掲載されておらず、環境統計集にもそうした項目は掲載され

ていない。これは廃棄物・リサイクル統計がこれらの白書や統計書に多数掲載さ

れているのと対照的である。今後は、適切な２Ｒ行動指標を策定し、全国調査を

継続的に実施して、２Ｒ行動の実態情報を共有することが求められよう。  
 その際には、適切な２Ｒ行動の尺度を定めることが重要である。上記の２つの

政府の調査においては、いずれもいくつかの質問がダブルバーレル質問になって

いると考えられ、回答の妥当性に問題が残る。限られた項目の中でいろいろなこ

とを聞こうとしているためだと思われるが、２Ｒ行動の分類・体系化の進展とも

あわせて、どのような質問文と選択肢が指標として、指標体系として、妥当であ

るか、十分な検討が必要であろう。その際には、２Ｒ行動に関する要因等を念頭

に、意識についても適切な尺度の検討が必要であろう。  
 政府以外でも、多くの自治体や研究者が、調査の中で２Ｒ行動の実態を把握し

ていると考えられる。例えば、「レジ袋」や「マイバッグ」などのレジ袋削減行動
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に関するキーワードを、「調査結果の概要」や「アンケート」など、アンケート結

果が掲載されているページに存在すると思われるキーワードとともに Google で
検索したところ、約 340 件の自治体のサイトと思われるページがヒットした。詰
め替えについても同様に検索したところ約 100 件がヒットした。この中には調査
結果でないページも含まれていると思われるが、ある程度、WEB 上で公表され

るようになってきているのも事実であろう。可能であれば、このような自治体の

調査結果がデータベース化され、キーワード検索などができるようになっていれ

ば、より実態把握が容易になると思われる。  
 しかしながらこれらの調査を見てみると、尺度は統一されておらず、また質問

文・選択肢や調査方法に問題のあるものもある。前述の政府として実態を把握す

るために採用する行動尺度を提起する際には、それを類似調査の際に最低限取り

入れる尺度とすることを推奨するような調査の手引きを作成することも有用であ

ろう。そうすることで、さまざまな主体が実施する調査を連結して解釈する基礎

が形成されると考えられる。なおその際には、尺度構成やサンプリング、データ・

クリーニング等について、社会調査法の基礎的なルールを記載することも、各種

調査データをリンクして生かすための基礎として有用だと思われる。  
 実態把握の文献としては、各種の調査からごみのリサイクルやリユースに関係

する部分のみを抽出してとりまとめた文献もある（日本能率協会総合研究

所 ,2006)。この書籍の場合は、単に複数の調査結果を並べてデータ集としている
だけだが、複数の調査を横断的に整理することで、地域差も含めて日本の２Ｒ行

動の動向を確認する作業も必要ではないかと思われる。  
 生活者の２Ｒ行動の地域による違いを検討している研究としては、西井ら

(2007)の研究がある。西井らは、品目別に２Ｒになると考えられる行動を列挙し
て、その実行割合を複数の自治体で調べ、自治体間の比較を行っている。その結

果は、品目により、行動により、地域間・調査対象グループ間のばらつきが大き

い設問とそうでない設問があったとしており、その要因分析の必要性を述べてい

る。また課題として、「過剰包装の拒否」、「ごみにならない製品の選択」のような

一般的な設問と、「レジ袋を断る」、「シャンプーの詰め替え用を利用する」という

ような具体的な設問との関係がどのようになっているのか分析していき、発生抑

制行動の尺度を構成することを挙げている。  
 ２Ｒ行動の実態把握のあり方は、2.2 であげた２Ｒの指標・測定方法と一体的
な問題である。そしてそれは、この後で検討する効果分析や要因分析の基礎でも

ある。これらの一体的な検討がさらに必要であろう。  
 
2.3.3. ２Ｒ行動の影響・効果・評価  

 影響・効果・評価とまとめたが、ここには大きく３つのタイプの研究が含まれ
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る。  
 １つはごみの直接的な発生抑制効果に関するもので、当該行動がどの程度のご

み量の発生抑制につながるかを評価するものである。２Ｒ対象品目の単品重量を

そのまま削減されるとして推定するもののほか、代替物の増加も一定考慮して推

定する研究もある。ただし、製品設計の変更にかかわるタイプの２Ｒについては

ここでは取り上げず、2.4.3 にまとめた。また２Ｒ行動を促進する施策等の効果
としてごみ量への影響まで求めている研究については、「2.5. ２Ｒ推進施策・取
組みに関する研究」で取り上げるのでここでは取り上げなかった。  
 ２つめのタイプとしては、発生抑制のポテンシャルを推定する研究がある。ご

みの中身のうち、発生抑制手段が考えられる品目の割合を求め、そこから発生抑

制可能割合を推定する調査・研究などがある。自治体が減量計画等を立てる際の

基礎調査として行っている場合も多い。  
 ３つめのタイプとしては、ＬＣＡ等を用いて、評価のシステム境界を広くとり、

CO2 排出量など他の環境負荷への影響も含めた評価研究がある。リデュースの場
合、基本的には資源消費量の削減になると考えられるため従来はあまりＬＣＡの

対象となってこなかったが、本研究でも取り上げているように、使用時にエネル

ギーを消費する製品に関する２Ｒ行動や、マイバッグ利用のように代わりに使用

する物がある２Ｒ行動の場合には、増える負荷、あるいは減らせることができる

のに減らさない負荷が生じる可能性があるため、トレードオフが発生する。その

ため、ＬＣＡによる評価が必要になってきている。リユースについては、もとも

と循環プロセスによる環境負荷の増加が予想されるため、差し引きで環境負荷が

増えるか減るかを考えるためにはＬＣＡによる評価が必要となる。さらには、リ

デュースの場合には支出削減になる可能性もあるが、それによって浮いた所得を

他の支出に回すことでリバウンド効果が発生するとの指摘もあり、このようなリ

バウンド効果の評価もこのタイプの研究に含まれる。  
 初めに２Ｒ行動による発生抑制量に関する調査・研究について述べる。先に述

べたように製品設計にかかわるものを除くと、ここに挙げられるものとしては、

レジ袋拒否やダイレクトメール等ＰＲ紙の拒否、あるいは食品ロスのための行動

の効果などの２Ｒ行動が考えられるが、これらについて定量的に述べた文献はほ

とんど見当たらなかった。今回探した範囲では、レジ袋について自治体の啓発文

書等の中で１枚約 10ｇとしてマイバッグ持参の減量効果を試算している例が複
数見られる（いわき市、群馬県など）程度であった。  
発生抑制や消費行動の副次影響に着目したものとしてリバウンドの社会経済

モデルを構築しリバウンド効果を定量化した研究（ Kagawa et al.,2006；高瀬

ら ,2006）もある。  

例えば Kagawa ら (2006)は、自動車の長期使用の影響を、節約された支出が他の
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用途に支出されることの効果、いわゆるリバウンド効果も考慮して評価している。

その結果、長期使用社会への移行には、一次的な影響として経済的負荷がかかる

が、付随する消費構造変化が適切になされれば、その経済的負荷を軽減しつつ、

環境負荷を削減することが可能であると述べている。  

 なお、同種の商品における廃棄物発生量の違いに注目して、商品選択の発生抑

制効果について検討している研究もある。これらは、表 2.3.1.2 の「製品・提供
方法の変更とその選択」として挙げた２Ｒ行動にあたり、企業行動と生活者行動

が協調することで実現する２Ｒである。しかし製品設計を変えるという意思決定

自体は企業によって行なわれるので、製品設計変更の効果については企業の２Ｒ

行動の効果と位置づけて、2.4.3 の中で取り上げる。ただし、２Ｒ型商品とそう
でない商品との選択行動は生活者の行動であるので、この意思決定に関わる研究

は生活者の２Ｒ行動として取り上げる。  
 一方、ごみの組成等に基づく発生抑制可能量の推定は、自治体の計画等で行わ

れていることがある。例えば寝屋川市では、組成調査結果に基づいて、表 2.3.3.1.
のように発生抑制可能物の割合を推定している (寝屋川市 ,2003)。  
 また枚方市は、これに家庭ごみ原単位をかけた数値を用いて、啓発文書を作成

している（枚方市ホームページより）。農林水産省の食品ロス統計調査 (世帯調査 )
の値を発生量と仮定して、これを発生抑制による削減可能量とみなす例もみられ

る（長岡京市 ,2007）。  

表 2.3.3.1. 詳細ごみ組成調査に基づく発生抑制可能物の割合の推定例  
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 詳細組成調査に基づいて潜在的に発生抑制可能な量を推計する研究も見られる

（Salhofer et al. ,2007)。また Ueta and Koizumi(2002)は、国際的に詳細組成を
比較して、潜在的に発生抑制可能な量について考察している。  
 こうした発生抑制手段を考え得るごみ組成の割合・量を単に求めるだけではな

く、さらに詳細な検討を行った研究として福岡ら (2005b)の研究がある。福岡らは、
詳細ごみ組成調査の手法を用いてごみ中のレジ袋の排出状態を分析し、持ち出し

袋として使用されていたレジ袋や小口まとめ袋として使用されていたレジ袋の割

合、その中に捨てられていたごみを直接持ち出し袋に入れることの可能性、さら

にレジ袋以外の薄いごみ袋等への代替の可能性などを推定して、捨てられている

レジ袋の 55％～60％程度が削減可能であることを示した。これは、持ち出し袋の
転換増なども考慮したレジ袋の発生抑制可能性を推定した研究と位置づけられる。 

 次に２Ｒに関わるＬＣＡ研究について検討する。初めに、本研究のサブテーマ

３で実施する買替研究と関連が深い、長期使用・再使用をする場合と、エネルギ

ー効率の向上した新製品を購入する場合の判断に関係するＬＣＡ研究や関連する

ライフサイクル思考に基づく研究についてレビューを行った。結果を表 2.3.3.2
に示す。  
 地球温暖化やエネルギー消費に着目した研究は多いものの、その他の環境負荷

を取りあげた研究は数少なく、さらに消費者が置かれる多様な買替条件を考慮し

ているもの、製造・廃棄時の環境負荷やその改善率を考慮したものも少ないこと

が分かる。これらを全て考慮できている研究はないことが分かった。  

 消費者個々人が行動する際の判断基準を示す場合、従来のようなシナリオを設

定して評価するＬＣＡでは自分にあてはまるシナリオがあるとは限らない。一方、

すべての人が当てはまるように多数のシナリオの評価を行うのも現実的ではない。

こうした消費者に向けて情報発信するためのＬＣＡ手法はさらに検討の必要があ

ると考えられる。  

 なお研究としては、従来的なＬＣＡ研究よりもライフサイクル思考に基づいた

システム工学的な研究（ペイバックタイムや最適更新年数の研究）や政策導入効

果を評価するものが目立った。  

 次に転換増などを考慮した２Ｒ行動のＬＣＡ研究について述べる。高月 (1997)

は、台ふきとティッシュ、紙おむつと布オムツ、乾電池と蓄電池、トレイラップ

と簡易包装、ワンウェイ容器とリターナブル容器といった２Ｒ行動についてＬＣ

Ａ的評価を行い、２Ｒ行動の優位性を示している。また高月 (1999)は、２Ｒを積

極的に行った場合とリサイクル中心のライフスタイルの場合についても、ＬＣＡ

によって現状と比較、評価している。そして、ごみ量はリサイクルの場合 29％の

削減であるのに対して、２Ｒを徹底したエコライフでは 48％削減との結果を示し

ている。そのほか、資源消費量は 40％減と 64％減、CO2 負荷は 17％減と 47％減、  
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表 2.3.3.2. 買替判断に係るＬＣＡ研究等に関する文献 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

番
号
著者 年次 タイトル 掲載誌、巻号、ページ等 概要 類

型
対象品目 判断の指標等 考慮している環境影響 使用時の

エネル
ギー消費
効率改善
の考慮

製造時の
エネル
ギー消費
の考慮

廃棄時の
エネル
ギー消費
の考慮

製造時の
エネル
ギー消費
効率改善
の考慮

上位機種
や大きな
サイズへ
の変更

多様な使用
条件の想定

1 森哲郎 1996 大気汚染対策として
の自動車寿命短縮
政策の費用・便益分
析

環境経済政策学会1996年大会, pp.
159-162 (1996)

自動車寿命短縮政策
の費用便益分析を行っ
たもの。

Ａ 自動車 純便益 NOx、CO2、固形廃棄物、廃
油

考慮 不明（考
慮したと
思われ
る）

不明 考慮せず 考慮せず 想定せず

2 城 戸 由
能 、 細 井
由彦 、 山
本 啓文 、
山根絹代

1997 耐久消費財の買い
替えに伴う環境負荷
削減効果の評価

環境システム研究, 25, pp.367-372
(1997)

ＬＣＡを用いて通常買
替シナリオと早期買替
シナリオ、延長買替シ
ナリオを比較したもの。

Ｂ 自動車、テ
レビ、エアコ
ン、冷蔵庫、
洗濯機

LCIA結果 エネルギー消費、CO2、
NOx、SOx、BOD、COD、SS

考慮 考慮 考慮 考慮せず 大型化と
小型化を
考慮

想定せず

3 上 野 貴
由 、 椎 野
徹 、 大 西
宏

1998 テレビにおける省エ
ネ機種切替え効果
のLCAによる見積も
り

第3回エコバランス国際会議講演集,
pp.239-242 (1998)

ＬＣＡを用いて通常買
替シナリオと早期買替
シナリオとを比較したも
の。

Ｂ テレビ LCE エネルギー消費 考慮 考慮 考慮 考慮せず 考慮せず 想定せず

4 安井至 1999 どちらが環境負荷が
低いか－冷蔵庫買
い替え編

http://www.ne.jp/asahi/ecodb/yasui
/RefUseOrBuy.htm

ＬＣＡを用いて買替シナ
リオと継続利用シナリ
オを比較したもの。

Ｂ 冷蔵庫 LCIA結果 温暖化、オゾン層破壊、酸性
雨、大気汚染、重金属・発が
ん、水質汚濁・富栄養化、水
使用、エネルギー使用、資源
使用、固形廃棄物

考慮 考慮 考慮 考慮せず 考慮せず 想定せず

5 梅 田 靖 、
石 田 智
利 、 増 井
慶 次郎 、
山 際 康
之、小林

2002 迅速循環による地球
温暖化防止の可能
性の検討 第２報
最適更新年数のモ
デル化

梅田靖、石田智利、増井慶次郎、山
際康之、小林英樹、藤本淳：迅速循
環による地球温暖化防止の可能性
の検討 第２報 最適更新年数のモ
デ ル 化 、 EcoDesign 2002 Japan
Symposium (2002) pp.272-275

エネルギー消費改善
率と使用/非使用のエ
ネルギー消費の比をも
とに買替時期を判断し
たもの。

Ｃ 自動車、テ
レビ、エアコ
ン、冷蔵庫

最適更新年数 エネルギー消費 考慮 考慮 考慮 考慮せず 考慮せず 想定

6 N. van
Nes, J.
Cramer

2006 Product lifetime
optimization: a
challenging strategy
towards more
sustainable
consumption

J. of Cleaner Production, 14,
pp.1307-1318 (2006)

最適使用年数の算出
方法や買替の種類を
理論的に検討したも
の。

Ｄ － － － － － － － － －

7 京都地球
温暖化防
止府民会
議

2006 省エネ家電普及診
断プログラム

http://www.kcfca.or.jp/center/kaden
/

省エネ家電の普及促
進のために、買替によ
る環境負荷低減を示
すもの。

E 冷蔵庫、エ
アコン

エネルギー消費 エネルギー 考慮 考慮 考慮せず 考慮せず 考慮 考慮
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表 2.3.3.2. 買替判断に係るＬＣＡ研究等に関する文献（つづき） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

番
号
著者 年次 タイトル 掲載誌、巻号、ページ等 概要 類

型
対象品目 判断の指標等 考慮している環境影響 使用時の

エネル
ギー消費
効率改善
の考慮

製造時の
エネル
ギー消費
の考慮

廃棄時の
エネル
ギー消費
の考慮

製造時の
エネル
ギー消費
効率改善
の考慮

上位機種
や大きな
サイズへ
の変更

多様な使用
条件の想定

8 みずほ情
報総研株
式会社

2006 平成１７年度廃棄物
等処理再資源化推
進（特定家庭用機器
等再商品化調査）
「使用済家電４品目
の経過年数等調査」

pp.94-125 ＬＣＡとエネルギー改善
効率のトレンドを用い
て、今から何年後に買
替すべきかを評価した
もの。

Ｂ 冷蔵庫、エ
アコン、洗濯
機

LCA結果 GHG 考慮 考慮 考慮 考慮せず 考慮せず 考慮せず

9 三 島 知
行 、 松 本
亨

2007 省エネ家電への買
替促進による温室効
果ガス削減効果の
推計

第2回日本LCA学会研究発表会講演
要旨集, pp. 174-175 (2007)

省エネ家電の多様な
買替条件での買替に
付随する環境負荷を
キャンセルするのに必
要な使用年数を算出し
たもの。

Ｃ エアコン ペイバックタイム（買
替ケースにおいて、
累積の環境負荷が継
続利用ケースと同じと
なるまでの新たな製
品の使用期間）。

GHG 考慮 考慮 考慮 考慮せず 考慮せず 製造時CO2、
廃棄時CO2、
消費電力に
ついてモンテ
カルロシミュ
レーションで
感度解析

10 有 村 俊
秀 、 岩 田
和之

2008 NOx・PM法における
車種規制の経済分
析：定量的政策評価

環境科学会誌, 21 (2), pp.103-114
(2008)

NOx・PM法による車種
規制（自動車寿命短縮
につながる）の費用便
益分析を行ったもの。

Ａ 自動車 純便益 NOx、PM 考慮せず 考慮せず 考慮せず 考慮せず 考慮せず 想定せず

11 トヨタ 2008 エコ替え http://ecogae.jp/ 買替判断をするために
エコ度を示すもの。

E 自動車 燃費 エネルギー 考慮 考慮せず 考慮せず 考慮せず 考慮 想定せず

＜類型＞
Ａ：製品の使用期間に影響を及ぼす政策・対策の効果や影響を評価したもの。
Ｂ：早期買替シナリオや継続利用シナリオなど、複数のシナリオを設定し、ＬＣＡなどによりシナリオの優劣を比較したもの。
Ｃ：買替条件を特定せずにパラメータとして設定し、買替判断を行うための計算・評価を行ったもの。
Ｄ：買替に関わる理論的な検討を行ったもの。
Ｅ：買替の判断をするためのプログラム等（自分の保有製品と新製品のエネルギー消費等を比較）。
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となっている。  

 リデュース行動に特化した研究としては、買い物袋持参行動に関する評価があ

る。NOLAN-ITU(2002)は、オーストラリアにおけるレジ袋の課税化及び環境影響

評価を報告している。この報告の中で従来のレジ袋や買い物袋を含めた 11 種類の

袋について、「1 年間の各週、スーパーから家まで 70 アイテムの食料品を運ぶ」

ことを機能単位として、袋ごとに期待寿命、キャパシティを設定の上評価を行っ

ている。その結果、レジ袋への代替品として再使用可能なプラスチック製買い物

袋が一番環境に良いとのことである。レジ袋をごみ袋として使用する点は考慮さ

れているが、しかし購入アイテム数や買い物頻度、使用枚数等の買い物行動に応

じた評価は行われていない。  

眞弓ら (2009)もレジ袋とマイバッグのＬＣＡ評価を行っている。マイバッグに

ついては、リユース等と同様に、使用回数や耐久性によって評価が変化する。こ

の研究では、使用回数による違いのみを考慮し、約 50 回の繰り返し使用で同等と

なることを導いた。機能単位はレジ袋１枚に相当する機能を念頭においている。

ただし、レジ袋の再使用やごみ袋としての使用の効果を考慮していない。  

三木ら (2009)は、飲料水利用の方法としてペットボトル入りミネラルウォータ

ーから水道水の利用まで多様な生産・供給方法を考慮するとともに、冷蔵、廃棄

方法などについてもオプションを設定して多数のシナリオを作成し、その組み合

わせによる化石資源消費量と CO2 発生量の評価を行った。この中で、タンブラー

グラスやアルミ水筒を使用して飲料水を飲む場合についても評価しており、リデ

ュース行動に関する転換増などを考慮したＬＣＡ研究となっている。この研究で

は、既存研究同様、PET ボトルの生産･流通の負荷が水の生産と比べて著しく大き

いこと、ただしアルミ水筒を３～４回未満しか使用しなければ、PET ボトル入り

ミネラルウォーターを輸入するよりも水筒を使用する方が負荷が高くなることな

どを報告している。また三木らは、それを消費者にわかりやすく示す方法につい

ても検討している。  

リユースについてのＬＣＡもリターナブルびんやリターナブル PETボトルのＬ

ＣＡが行なわれているが、これらの容器のリターナブルシステムの評価は、生活

者の選択行動の評価というよりは、企業の供給システムの選択に関する意思決定

の影響が大きいと考え、企業の２Ｒ行動として「2.4.2. 企業の２Ｒ行動に関する
研究」の中で取り上げる。  

 
2.3.4. ２Ｒ行動普及の要因・プロセスおよび課題  

 生活者の２Ｒ行動を特に取り出して、その規定因や普及上の課題を論じた研究

はそれほど多くは見当たらなかったが、２Ｒ行動の多くが該当する環境配慮型購

買・消費行動に関する規定因の研究は比較的多い。このグループの研究の中では、
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こうした研究群が多くを占めている。社会心理学的な規定因モデルに基づく研究

が多いが、どのような特性を持った市民が環境配慮型購買・消費行動を行なって

いるのかというマーケティングの観点から環境配慮型商品市場の特性を分析する

研究や、２Ｒ型商品への支払い意思額を推定する経済学的モデルを構築し、製品

の環境価値評価が製品選択に与える影響などについて検討する研究もある。また

２Ｒ行動の中でも中古品取引行動については、中古住宅や中古車など比較的大き

な市場がある商品もあり、純粋に経済学的な視点からの検討も行なわれている。

中古住宅取引など中古品取引が比較的低調である原因を考察し、課題を抽出する

研究も行なわれている。以下ではこれらの研究群について概観していく。  
 行動をグループ化してその規定因を分析する研究の中に２Ｒ行動を含む文献は

いくつか存在する。例えば Ellen ら (1991)はエコロジカルで、安全な製品の購
入を含む６行動について、多変量共分散分析による有効性認知の影響を分析した。

その結果、環境問題への関心はすべての行動に影響していた。一方、有効性認知

は、購買行動、リサイクル行動、環境グループへの貢献のみで有意な影響が認め

られたとしている。主に有効性認知と環境関心は分離した方がよいこと、それら

２つの因子が行動や他の態度等とどう関係するかに注目して、主として分散分析

系の分析により影響を検討している。  
 日本では西尾が 2R 行動の規定因や実施する・しない理由に関する研究を報告
している。例えば西尾 (2002)は自由記述式の調査結果に基づき、ごみ減量ができ
ない、難しいと考えている人は、買ってくるもの自体に余計な包装などがついて

くるなど、ごみが出る仕組みになっていると感じている傾向があり、また使い捨

てをやめるのが難しいのは、面倒・不便で実践しにくい、他に手がない、習慣化

しにくい、などの理由が挙げられたことを報告している。  
 また西尾 (2005)は質問紙調査に基づき、共分散構造分析を用いてごみ減量行動
の規定因を分析した。ごみ減量に限らず種々の環境配慮行動について尋ね、その

回答の因子分析結果に基づき行動を５つの行動群に分類した。そのうち、「ごみ削

減実践度」の尺度には買い物袋の持参や無駄な買い物をしない、詰替容器入り商

品を選ぶなど２Ｒ行動が列挙されており、２Ｒ行動の行動尺度に関する規定因分

析となっている。ただし、認知変数は２Ｒ行動のみでなく、リサイクルも含めた

ごみ減量全般に関する認知変数を採用している。分析の結果、ごみ削減実践度の

主要な規定因は「ごみ減量行動意図」であり、それとともに「コスト評価」も直

接影響していた。また「ごみ減量行動意図」には「エコロジー関与」が強く影響

していた。また「メディア接触度」が高まると「エコロジー関与」が高くなる傾

向にあった。それが高まると他のエコロジー行動の実践度も高まること、この行

動意図はエコロジー関与、コスト評価、ベネフィット評価、社会規範評価によっ

て規定されることが明らかとなった。しかし、リサイクル・ルール等の受容性が



 53

高まれば、減量意図を経由しなくてもリサイクル実践度が高まる。また５つのエ

コロジー行動の実践度が総じて高い「エコロジスト」とリサイクルのみ高い「リ

サイクラー」の２つのクラスターに対して多母集団の同時分析を行ったところ、

両者で規定因構造が異なることが見出された。  
 また２Ｒ行動の実践パターンからいくつかのライフスタイルパターンを描き出

して、その特徴を分析した研究として大沼ら (2007)による研究がある。大沼らは
無作為抽出による質問紙調査を実施、訪問回収により 68.4%の有効回答を得てい
る。因子分析によって得られた消費購買量に関する 5 因子と 2R 行動を中心とし
た消費行動に関する 5 因子の因子得点を用いて、人びとを 5 つのクラスターに分
類、それぞれ模範的行動型，割切型，家事手抜き型，うっかり型，プラスチック

依存型と命名した。そしてタイプ別に環境配慮行動や負担感などの認知を比較し

たところ，２Ｒ行動をほとんどしていないプラスチック依存型のみが低い得点で

あったが，模範的行動型と他の 3 つの型の間には顕著な差異は見られなかったと
している。そしてこうした分析結果に基づき、３Ｒ促進に向けたタイプ別のアプ

ローチ方略が議論されている。  
 こうした複数の環境配慮行動の合成変数によって環境配慮行動の実践度を尺度

化して分析するタイプの研究に対して、個別の２Ｒ行動について規定因や実施・

不実施の理由を分析している研究もある。  
 例えば San と Jiun(2006)は、台湾のハイパーマーケットの買い物客に対してマ
イバッグ持参の観察調査と意識等に関する質問紙調査を行い、マイバッグの持参

行動の規定因について分析を行った。その結果、レジ袋持参行動の主要な規定因

は自己効力感で、レジ袋購入行動の主要な規定因は状況要因であったことを報告

している。  
 また詰替製品の購買行動については、これまで購入率のほか、容器の使用回数

と容器を替える理由、価格との関係、詰替製品を購入しない理由、製品選択にお

ける容器の違いの影響、詰替製品選択の規定因などについての調査・研究がある。  
 ライオン家庭科学研究所は、同社のホームページ上で詰替製品に関するアンケ

ート調査を行った（ライオン家庭科学研究所 ,1998）。その結果、1998 年時点で詰
替製品を使ったことがある人は 75％で、台所用洗剤の使用経験者が多く、ついで
シャンプー・リンス、ボディソープの経験者が多かった。また容器の使用回数に

ついても調査しており、壊れるまで使うとの回答が５割と多かったものの、約３

割の人は１～３回と回答していた。その理由について自由記述で尋ねたところ「本

体容器が汚れる」との回答が多く見られた。さらに、本体の価格と比べていくら

ぐらい高くても購入するかを尋ねたところ、本体より高ければ購入しない人が約

７割であったと報告されている。  
 西尾（1999）は、東京ガス都市生活研究所・グリーン購入ネットワークの 1998
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年の調査結果に基づき、詰替製品を購入しない理由として、「容器入り（本体）が

特売になっている」、「身近な店に置いていない」、「詰替製品を知らなかった」、

「入れ替えが面倒」等を挙げている。また、上記のライオン家庭科学研究所の調

査結果なども踏まえ、詰替製品は環境によいと認識されており使用経験も総じて

高いが、本体よりも安いことも誘引となっており、本体よりも価格が高いと受容

されないと述べている。さらに本体容器が壊れなくても容器が汚れれば詰替をや

めてしまうこと、詰替がしにくければ利用しないという生活者もいることを指摘

している。その上で、環境保全のために詰替製品を購入する生活者は、実際には

まだ少ないのではないかと推察している。  
 武井ら (1998)も、詰替品に対する生活者の意識・行動について 1998 年の調査
結果を報告している。調査によると、80％以上の生活者は詰替品が環境によいと
考えており、その 80％以上の回答者はその理由としてごみ減量を挙げていた。プ
ラスチック使用量、ごみ体積の削減を挙げる人も約 50％あった。また平均詰替回
数は 3.4 回で、本体が壊れるまで詰替を実施しているとの回答者は約 50％であっ
た。  
 さらに長沢・蔡 (2003)は、台所用洗剤の購買行動における各種商品属性の影響
について分析する中で、その商品属性の一つとして繰り返し利用できる容器か、

使い捨て容器か、といった容器の特性を挙げている。分析の主たる結果には容器

属性についての記述は少ないが、掲載されている分析結果からは、製品選択に対

する容器属性の影響は小さいこと、ただし選択傾向の類似した人を６グループに

分類したところ、その１つに容器属性を重視して選択するグループ（全体の１割

強）があったこと、が読み取れた。  
 また山川ら (2007)は、住民に対する質問紙調査を行って、シャンプーの詰替品
の購買行動の規定因について分析を行った。被説明変数は詰替行動について「ほ

ぼ行う」から「まったく行なわない」までの 5 段階尺度で聞いている。Backword
法による変数選択式重回帰分析によって分析した結果、シャンプーの詰替製品の

利用度には詰替製品の「購入意図」のほか、「価格」「店舗の取り扱い」が影響し

ているという結果となったと報告している。さらに購入意図の要因についても分

析を行い、「ボトル入りを買うのは気が引ける」といった社会規範意識や、詰替製

品利用のごみ減量に対する有効性評価、詰替の手間の評価、などが相対的に強く

影響していたことを報告している。  
 またパソコン・家電製品の長期使用・リユースについての行動とその理由など

について検討している研究もある（田崎ら ,2004a)。  
 中古品取引も２Ｒ行動の一環である。中古品取引についての研究としては、中

古住宅取引に関する研究がいくつか存在する。日本の中古住宅の取引戸数は約 18
万戸 (2003 年 )で、同年の新築住宅の着工戸数約 120 万戸の 15％程度しかないが、
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例えば米国の中古住宅は約 680 万戸、新築住宅は約 200 万戸で約 3.5 倍、イギリ
スの中古住宅は約 180 万戸、新築住宅は約 20 万戸で約 9 倍などとまったく様相
が異なる（goo リサーチ ,2009)。こうした中古住宅市場が小さい理由に関する考
察がいくつかあるが、これも中古住宅供給・購入という２Ｒ行動普及上の課題を

抽出する研究となっている。  
 例えば山崎 (1999)は中古住宅市場を整備するためには住宅の買い手と売り手の
間に存在する中古住宅の情報の非対称性を取り除くことが必要だと指摘し、不動

産取引会社に品質情報の開示義務とその品質に対する一定の責任を負わせること

を提案している。  
 さらに、佐藤 (2006)は消費者選好分析により、中古住宅の性能情報の開示とそ
れに対する保証の価値を築年数で評価し、性能情報ラベルの添付によって約 9 年、
瑕疵保証によって約 10 年、その両方によって約 17 年の築年数経過が受け入られ
ると推定した。すなわち住宅性能の開示・保証を積極的に適用することで、中古

住宅の利用が促進されることを示唆している。  
 これらは中古品取引における情報の非対称性に注目した経済学的観点からの指

摘である。しかしながらこうした既存住宅の住宅性能の開示に相当する既存住宅

性能表示制度が導入されたが、現時点ではほとんど利用されていない。中島・山

川 (2007)はその理由を文献調査とインタビュー調査より考察し、現在の既存住宅
には住宅の質が低い物件が多く、情報の非対称性を緩和する制度である性能表示

制度のような検査制度や、それを前提とする保証制度が中古住宅市場を活性化す

る前提条件が満たされていない可能性があることを指摘した。また制度の情報が

メリットを受ける買い主に行き渡っていないこと、買い主側に住宅を資産として

保全・売却する意識が乏しいことなども指摘している。  
 そのほか、そもそも住宅の寿命が短い理由についてはさまざまな理由が指摘さ

れている。及川・占部 (2003)は、そうした文献を整理・考察し、住宅の質の悪さ
とその結果としての耐震性に対する不安、借地借家法・相続税・譲渡所得税・固

定資産税が価値の高い建築物を長期間維持することを不利にしていること、居住

者が自分の後に誰かが使うと考えていないためメンテナンスが低調になりがちで

あること、中古住宅流通が少ないことなどが複合的に関係していると指摘してい

る。中古住宅流通が少ない理由としては、「不動産関連税制と住宅金融で新築が有

利となっていることなどや、物件情報がデータベース化されていないこと、住宅

の性能・耐久性に対する購入者側の不安、また、日本人の新築志向など」が挙げ

られているとしている。  
 このように情報の非対称性を改善する仕組みも重要であるが、その前に中古品

の品質確保のための技術的サポート、および、チェックシステムが必要であり、

そのための研究が望まれよう。またこうした観点から余命を推定する研究も中古
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品取引の活性化に有用であろう。  
 そのほかリユース行動については、普及上の課題を抽出する研究もいくつか見

られる。例えばプリンタのインクカートリッジに関する訴訟に代表されるように、

リユースにおける特許権の扱い（横山 ,2006）など、法学上の整理に関する研究
ニーズが存在する。  
 また中古品の安全性確保に関する検討もある。例えば元田 (1996)は消費生活用
製品の事故統計に基づき、長期間使用による劣化が原因となった事故が家電製

品・燃焼器具・レジャー用品にあることを指摘するとともに、中古品に特化した

安全性に関する事故統計や基礎的研究事例が少ないこと、適切な中古品使用促進

のためには修理・整備等の社会システムや利用者の意識変革が必要であることな

どを指摘している。  
 このように中古品の利用については、品質確保・情報の非対称性・法的問題な

ど他の２Ｒ行動とは異なる独自の問題があるため、独自の研究、そして独自の施

策が必要になると考えられる。  
 
2.3.5. その他  

 以上の分類に当てはめにくい生活者の２Ｒ行動に関する研究も存在する。  
 例えば、岡山・成清 (2007)は水害廃棄物の発生実態を調査し、その発生抑制の
可能性について考察している。  
 また、西尾 (2005）は、2R 行動を含む各種のごみ減量行動を満遍なく実践して
いる生活者と、リサイクル行動のみが特に実践されている生活者とでは行動の規

定因がことなることを指摘している。リサイクルなどの他の環境配慮行動とは規

定因が異なるとすれば、従来のごみ減量の取組みとは異なるアプローチが必要に

なる可能性があり、こうした比較研究も重要であろう。  
 
2.4. 企業の２Ｒ行動に関する研究  

 次に現在までに把握した範囲で、企業の２Ｒ行動に関する研究としてどのよう

な調査・研究等があるかを概観する。  
 
2.4.1. 分類・体系化  

 企業の２Ｒ行動については、事例的な紹介や、列挙的に挙げたものなどはある

が、２Ｒ行動全般を網羅的に分類・体系化する文献は筆者の知るところ見当たら

ない。そこで、以下の文献の整理のため、企業の２Ｒ行動の分類について検討し

ておく。  
 企業活動の２Ｒ行動は、大きく生産物系と非生産物系に分類されるだろう。生

産物系の２Ｒ行動とは、当該企業が生産する製品の使用段階・使用後段階におけ
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る環境負荷削減に関わる２Ｒ行動をここでは指す。典型的には製品設計の変更に

よる発生抑制や再使用促進が該当するが、製品供給システムの変更によって容器

包装を削減したり、製品本体が廃棄物となるのを防止することも含まれる。例え

ば、情報サービスをネットで供給することにより、従来、情報サービスを提供す

るために使用していた紙や CD-ROM などの媒体を削減する行為はサービス提供

に伴う２Ｒ行動に該当する。小売業の場合、生鮮食品の商品化に際して付加する

容器包装のほか、製品の品揃えを２Ｒ型製品に重点化することなども含めて考え

る。こうした２Ｒは、消費者の商品選択が協調されることで実現するので、消費

者の２Ｒとも関係が深いが、製品・サービスの設計を変えるという行動は企業の

行動だと考えられるため、ここでは企業の２Ｒ行動に分類する。  
 非生産物系の２Ｒ行動は、企業が排出する廃棄物の２Ｒ行動である。これは、

①製品の生産に伴って生産工程から発生する原材料ロス・副産物の２Ｒ行動と、

②売れ残り・返品商品の２Ｒ行動、③オフィスなど間接部門から発生する廃棄物

の２Ｒ行動を分けて考えるとよいだろう。①は生産工程の効率化、および、副産

物の自家利用などが該当し、②は計画的な生産と品質管理の徹底、値下げ販売な

どが該当する。③にはオフィス古紙の発生抑制などオフィスや販売などに関わる

２Ｒ行動が該当する。サービス業の場合でも、例えば理容業におけるシャンプー

等の容器廃棄物や、病院における各種医療系廃棄物など、サービス提供に伴って

副産物が発生する場合は多いため、やはり①のタイプの２Ｒ行動も考えられる。

小売業においても、仕入れ商品の包装・梱包材、生鮮食品のカット残渣などは副

産物に相当する。  
 なお、自らの生産物や排出する廃棄物を２Ｒによって変える企業のほかに、２

Ｒシステムを供給することで、生活者や企業の２Ｒ行動を実現するような企業も

存在する。例えば、リターナブルコンテナのレンタル・洗浄サービスを提供する

企業や、中古品市場を実現する中古品店、リターナブルびんシステムを提供する

びん商などは自らの製品を変えるのではなく、初めから２Ｒを実現するためのサ

ービスを提供している。これらの２Ｒは、自らの生産物や廃棄物の２Ｒのために、

これらのサービスを利用する企業との協調によって実現するが、これらのサービ

スの供給行為も重要な２Ｒ行動と考えられるので、これを企業の２Ｒ行動の第３

のカテゴリーとする。  
 このように２Ｒ行動をある程度類型化した上で、それぞれの考え方を整理する

ことで、他業種において発達した２Ｒ行動を転用するなど、企業においても新た

な２Ｒ行動を促進する可能性が広がると考えられる。  
 なお、このように整理した中の一部についてであれば、２Ｒ行動を整理・類型

化した文献は存在する。ただし、一般的には廃棄物の減量や環境負荷削減などよ

り広い取組みの中の一部として取り上げられていることが普通である。  
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 生産物系の２Ｒ行動の類型化の例としては、例えば、（財）クリーン・ジャパン・

センターと（社）日本パッケージデザイン協会によるものがある（（財）クリーン・

ジャパン・センター・（社）日本パッケージデザイン協会 ,1997)。この文献では製
品アセスメント個別指導書作成事業としてエコパッケージデザインの取り組み例

を７つのキーワードで分類して整理している。そのうち、A.ともかく少なく「減
量化」（パーツ削減、素材削減、中身コンパクト化）、D.棄てずに使う「リフィー
ル化」（詰替え、付替え）、E.何度も使う「リターナブル化」などに２Ｒ型デザイ
ンのタイプがまとめられている。  
 また容器包装に限らず製品アセスメント個別指導書は、こうした製品設計面で

の２Ｒ行動を整理した物になっている場合がある。例えば、家電については (財 )
家電製品協会が「家電製品 製品アセスメントマニュアル 第４版」を 2006 年
に発行している（財団法人  家電製品協会 ,2007)。その評価項目の中では「減量化・
減容化」、「長期使用の促進」、「手解体・分別処理の容易化」、「包装」、「環境保全

性」、「ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）」などの項目に関係する項目があり、

それぞれチェックリスト化されている。  
 リユースしやすい製品設計など、環境配慮型製品設計に関する書籍はいくつか

出版されている。例えば、家電製品については小林（2003）の書籍がまとまって
いる。易分解性設計については、Lambert and Gupta(2005)などもある。修理や
部品再使用においては、分解のし易さがコストや取り出した部品の品質などにも

関わるため、易分解性設計が重要になる。  
 非生産物系の廃棄物に関する２Ｒ行動のうち、事業系一般廃棄物の２Ｒについ

ては、自治体などのごみ減量マニュアルの中に整理されている場合がある。早い

時期のものとしては、東京都 (1994)の事業者系ごみ減量マニュアルがあるが、最
近のものでは、例えば旭川市の事業系ごみ減量化の手引きの中で発生場所別の３

Ｒの取組み例が挙げられている。上越市でも業種別の３Ｒの取組み方法例として

２Ｒについても取り上げている。また産業廃棄物についても、類似の減量マニュ

アルを公表している自治体があり、その中に企業の２Ｒ行動が含まれている場合

がある。例えば岡山県の「ごみゼロガイドライン」には、産業廃棄物系の２Ｒ行

動も掲載されている。このようなごみ減量マニュアルが非生産物系の廃棄物に関

する２Ｒ行動を整理したものの例といえるだろう。  
 
2.4.2. 実態把握・測定結果  

 生産物系の２Ｒに関する実態調査・統計としては、ガラスびんリサイクル促進

協議会によるリターナブルびんの流通量等のデータがある。ガラスびんリサイク

ル促進協議会は「リターナブルびんナビ」というリターナブルびんに関する情報

発信サイトを作成し、リターナブルびんの市場状況やリターナブルびんを使用し
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ている商品紹介など、各種情報を紹介している。そのほかに個別の実態調査（田

崎ら,2004 など)は見られるものの、これまで収集した文献の範囲では、リターナ

ブルびん以外には生産物系の２Ｒに関する継続的な実態調査・統計は見当たらな

かった。  
 非生産物系の２Ｒ行動としては、食品廃棄物の発生抑制の継続的調査が存在す

る。農林水産省が継続して行っている「食品循環資源の再生利用等実態調査」の

中で、食品製造業、食品卸売業、食品小売業、外食産業に分けて食品廃棄物の発

生抑制割合、発生抑制の取り組みの実態等を報告されている。例えば、2007 年の
調査では、発生抑制割合は食品産業全体で約 5％で、取組みとしては「ロスの出
ない製品・材料への仕入れの見直し」，「販売量に合わせた仕入れ」がいずれの業

種でも高いことなどを示している（農林水産省,2008）。しかし、食品廃棄物以外

ではこうした調査・統計は見当たらない。 

 事例的な報告については、しばしば行なわれている。例えば容器包装の軽量化

の事例報告等はしばしば行なわれており（例えば、キューピーのドレッシングび

んの軽量化（月刊廃棄物編集部,2008a）や大塚製薬のポカリスエットの PET ボト
ルの軽量化事例（月刊廃棄物編集部,2008b）など）、そうした事例をまとめて紹介

する文献も出版されている（（財）クリーン・ジャパン・センター・（社）日本パ

ッケージデザイン協会 ,1997; 21 世紀包装研究協会 (編 ),2001)。また社団法人日本
包装技術協会は、毎年、日本パッケージングコンテストを実施し、入賞作品が公

表されている（ (社 )日本包装技術協会）。その中にはしばしば２Ｒ型容器包装の事
例も含まれている。このように業界団体が２Ｒの先進事例を収集し、公表するし

くみを持つことは一つの方法であろう。 

 またリサイクル関連法の改正に関する議論の際には、２Ｒの事例報告もしばし

ば行われている。たとえば、容器包装リサイクル法改正の議論の際には、審議会

で軽量化等の事例が紹介されている（中央環境審議会廃棄物・リサイクル部

会 ,2005；産業構造審議会容器包装リサイクルＷＧ ,2005)。また食品リサイクル法
の見直しにおいても、審議会資料において，大手スーパーマーケット，および，

コンビニエンス・ストアの取り組み状況等が報告されている（食料・農業・農村

政策審議会総合食料分科会・中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会）。 

 
2.4.3. 影響・効果・評価  

 企業の２Ｒ行動の影響・効果の評価についても、生活者の２Ｒ行動と同様に、

廃棄物量の直接的な発生抑制効果からの評価と、ごみ組成に基づき生産物設計の

変更による削減ポテンシャルを推定する研究、ＬＣＡ等により、より広いシステ

ム境界を定め、CO2 排出量など他の環境負荷への影響も含めて行う評価がある。 
 そのうち、廃棄物量の直接的な発生抑制効果に関する調査・研究としては、い
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わゆる２Ｒ設計の効果を評価するタイプの調査や事例報告がある。  
 大塚ら (2002)は、洗剤類・化粧品類のうち、詰め替え用の出ているものについ
て本体と詰め替え用の容器包装重量を測定し、平均で詰め替え／本体比が 23.9％
であったことを報告している。また POS データよりトップ 100 ブランドにおけ
る詰め替え製品のシェアを推計し、すべて本体で購入された場合とのごみ発生量

の差を計算、これにより現状における詰め替え商品の選択による発生抑制効果を

推定した。  
 八都県市廃棄物問題検討委員会 (2006)は、容器包装の排出量の大きい商品カテ
ゴリーと容器包装に課題のある商品カテゴリーを抽出、その中から 20 品目ずつ
を選び、それぞれ売上上位商品を数点ずつ選んで、各個別商品の容器包装重量を

測定している。そして、中身重量あたりの容器包装重量のデータに基づき、各商

品カテゴリーごとに最小値のものを基準とした場合、それぞれ何％増かを示して

いる。この報告では、最小値のものを選ぶことで何％削減できるかは示されてい

ないが、上記の数値から容易に計算することができる。  
 また前述の実態把握・測定結果で紹介した個別の事例では、それぞれの２Ｒの

取組みがどの程度の発生抑制をもたらしたかを報告しており、それ自体、このタ

イプの評価報告にもなっている。  
 生活系ごみ組成に基づき、トレイ・ラップなど小売系の商品設計の変更や、飲

料容器の変更などによる削減ポテンシャルを推定する研究もある。これらも企業

の２Ｒの取り組みの効果を評価する研究と言える。例えば植田ら (2000)は、ドイ
ツ、イギリス、日本の各一都市でごみ組成調査を行い、生鮮トレイ＋ラップ、ス

ーパーのレジ袋、飲料水プラボトル、プラスチック製容器包装等に大きな違いが

あることを示した。そしてその理由として、量り売りの普及、レジ袋有料化、ガ

ラスびんの普及度とデポジット制の導入、包装の簡素化の程度やＥＰＲ政策によ

る容器包装材の発生抑制効果等の影響を指摘した。このうち、量り売りやリター

ナブルガラスびんの利用、包装の簡素化などは企業の２Ｒ行動と考えられる。  
 一方、ＬＣＡ研究も存在する。詰替製品の環境負荷削減効果をＬＣＡを用いて

評価した研究例としては武井ら (1998)の研究がある。武井らは台所用洗剤容器に

ついて評価し、詰替製品の方がエネルギー消費量、CO2 発生量とも小さく、１回

辺りの洗剤量が少なくて済むコンパクト品で約 1/2 に、従来品では 1/8 程度にな

ることが示されている。そのほかコンパクト品にすることの効果、大きなサイズ

の商品を買うことの効果、素材の違いによる効果なども示している。  

リターナブルびんとそれ以外の飲料容器の比較もしばしば行なわれているが、

これも企業の２Ｒ行動の評価になるだろう。例えば、ガラスびんのリユースを評

価する研究は、LCA 実務入門編集委員会 (1998)，容器比較研究会 (2001)， (財 )政

策科学研究所 (2005)など、いくつか行われている。また茂木ら (1999)は中身飲料を
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牛乳として、牛乳の流通形態を念頭に置いたリユースびんと紙パックの CO2 排出

量の比較を行った。いずれも、一定回数リユースすればリターナブルびんの方が

環境負荷が低いという結果となっている。またリターナブルびんの軽量化の効果

についてＬＣＡによる評価を行う研究もあった（安田・青木 ,2000）。  

リターナブル PET ボトルについても研究事例がある。福原・本藤 (2009)はリタ

ーナブル PET ボトルのＬＣＡ研究を行なっている。福原・本藤は、日本の宅配事

業者におけるリターナブル PETボトルの実証実験に基づき、ＬＣＡ評価を行った。

この事業者は、既存システムでは AB パックの宅配を行っていたため、これと戸

別宅配によるリターナブル PET ボトルのリユースとの比較である。なお、利用し

た PET ボトルは既存のものとあまり変わらなかったため、製造の詳細データは、

ワンウェイのものを用いている。その結果、化石燃料については半減近い減少に

なっているが、CO2 についてはバイオマス CO2 を含めなければ 10 回再使用して

も、15％減にとどまった。  

 弁当容器のリユースのＬＣＡも行なわれている。河井ら (2004)は、京都大学で
供給される弁当の容器を回収可能なものとしてリユースした場合と従来の使い捨

ての場合、またフィルムを剥がして紙製容器をリサイクルする場合とを比較し、

リユースの環境負荷が少なくなるためには回収率が 90％～95％以上と高い回収
率が必要となることなどを指摘した。  
 食器系のリユースとしては、イベントの際の飲料提供に関して、ワンウェイ容

器とリユースカップを比較したＬＣＡ研究もある（佐々木ら，2005)。ＮＰＯの
事業とはいえ、これも事業者によるリターナブルシステムの提供という企業の２

Ｒ行動の一種と考えられる。佐々木らは、エネルギー消費量、水消費量、二酸化

炭素排出量については、実際のリユースカップの使用状況でも、紙カップやアル

ミ缶よりも環境負荷が小さくなることが分かったが、廃棄物排出量に関しては、

相当回数使用しなければならず、紛失率は 6％以下におさえる必要があると述べ
ている。  
 自動車の部品リユースについては永田らの研究があり、現状、および、リサイ

クルよりも部品をリユースする方が環境影響が小さくなることを報告している

(永田ら ,2002)。また、軽自動車と普通自動車を比較して軽自動車は解体性に優れ
部品リユースしやすく、またその部品リユースで環境負荷は低減できること、リ

ユース可能部品数を増やすことでさらに環境負荷削減が可能となることを示した

（永田ら ,2003a）。  
 リユースについては、国際リユースも問題となっているが、これも企業の２Ｒ

行動になるだろう。吉田・寺園 (2009)は、テレビの国際リユースに対してＬＣＡ

評価を行い、現状では国際リユースを行った方が環境負荷は下がるが、将来的な

需要増も評価に入れれば、国際リユースによりトータルとして環境負荷が高くな
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る可能性があると指摘している。  

 非生産物系の廃棄物に対する２Ｒ行動のＬＣＡ研究としては、青果物流通の流

通容器についての分析がある。梶川・山川 (2008)は、キャベツの流通を段ボール
で行う場合と通い容器で行う場合の流通の負荷を比較し、通い容器のレンタルサ

ービスを使用する方が CO2 発生量、廃棄物発生量とも小さいとしている。さらに
梶川・山川 (2009)は産地‐消費地間距離が 850km    程度までの場合、産直システ
ムによる通い容器流通の方が段ボール箱による流通よりも環境負荷が低いこと、

通い容器流通の中でもドライシステムの方は、産直システムによる通い容器流通

よりも負荷が高いことを指摘している。  
 以上のように、これまでの企業の２Ｒ行動の評価研究は、容器包装の直接的な

発生抑制効果とリユースのＬＣＡに関するものが多い。今後は生活者の２Ｒ行動

と同様、企業の２Ｒ行動を環境負荷におけるトレードオフのポテンシャルの観点

から簡易評価によって類型化し、２Ｒ行動の効果の全体像を把握できるような評

価手法の開発が望まれよう。  
 
2.4.4. 普及の要因・プロセス・メカニズム・課題  

 生活者の２Ｒ行動とは異なり、企業の２Ｒ行動普及の要因やプロセス・メカニ

ズムに関する分析はほとんど見当たらなかった。今回収集した文献のうちでは、

１件の研究が該当すると考えられた。  
 吉野 (2004)は、ビデオレンタル業で廃棄されていたビデオケースの発生抑制に
関連３業界が共同で取り組み、一定の普及に至ったエコケースの開発事例を報告

し、その成功要因について考察している。吉野は成功の要因として、①発生抑制

の取組みがレンタル業の廃棄物処理コストの削減や作業効率改善という現実的な

経済的動機とうまく結びついていたこと、②ソフトメーカーに対するビデオレン

タル業が優位にあり、そのビデオレンタル業側がこの発生抑制対策を要望したこ

と、③関係業界が一堂に会した委員会が存在し、レンタル業界がうまくリーダー

シップを発揮したこと、④業界統一ケースではなく、標準仕様として、どの企業

のエコケースが選択されるかは市場にゆだねたこと、⑤コスト負担を、正当な価

格転嫁に基づき分担負担するという市場原理の発想を導入したこと、を挙げた。  
 吉野は、上記の委員会の委員長の立場で本事例に関与しており、そのため事例

情報が得やすい立場にあったと考えられる。企業の２Ｒ行動を分析する際の大き

な壁は、情報が得にくいという点ではないかと思われ、その意味ではこの研究事

例は情報にアクセスしやすかった特殊な例と考えられなくもない。しかしながら、

特別な関係にない企業においてもある程度の情報取得は可能である。実際、企業

行動に関わるＬＣＡ研究も行われているが、ＬＣＡ研究は企業の詳細な生産情報

を必要とするものであり、ＬＣＡ研究が可能であれば、企業の２Ｒ行動の要因や
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普及プロセスを事例的に検討することも不可能ではないのではないであろう。企

業の２Ｒ行動の要因分析や普及プロセスに関する研究は、今後の循環型社会形成

に向けた政策を立案する上でも重要であると考えられ、今後の進展が期待される。 
 
2.4.5. その他  

 以上のほかに、企業の２Ｒ行動に関する研究としては、実態分析等を踏まえた

設計手法や２Ｒ促進システムなどの提案を行う文献があった。  
 永田ら (2003b)は、オフィスシーティングの解体解析を行い、オフィスシーティ
ングの分解性評価指数においては、結合解除が大きな割合を占めており、結合探

索と部品取り出しは大きな割合を占めていないことを示した。さらに製品間の比

較を行い、新製品で分解性評価指数が低減していること、その要因が軸留め具の

結合が使用されなくなったことにあることを示した。このようにリユースやリサ

イクルの経済性に関係する易解体性を踏まえた設計評価に関する研究があった。  
 また江口ら (2003)は、自動車部品中古市場における情報伝達システムの問題点
を指摘し、中古部品市場にも純正部品と同様に電子技術マニュアル等の部品管理

システムで発注・売買が可能にすることで、リユースが進み、シュレッダー・ダ

スト削減につながると指摘した。  
 
2.5. ２Ｒ推進施策・取組みに関する研究  

 ここではごみ有料化と容器包装の EPR 施策の効果分析研究を中心として２Ｒ

推進施策・取組みに関する研究を整理する b。  
 
2.5.1. ２Ｒ推進制度・働きかけのデザインに関する研究  

 このタイプの研究は２Ｒを促進する制度をどのようにデザインするかについて

考察している研究で、理論的研究のほか、マニュアル・ガイドライン類などもこ

こに含めることができる。実証研究では、制度デザインの違いによる効果の違い

を研究するもののほか、制度デザインの違いが市民や関係者の評価にどのように

影響するかを検討した研究も、このタイプの研究に含まれる。  
 理論的研究としては我妻 (2010)の拡大生産者責任制度に関する研究がある。我
妻は部分均衡分析を用いて制度設計の違いによる生産量、回収量、DfE の違いを
検討し、自治体回収の場合、回収比率に規制をかけたり生産量を課税対象とする

環境税を導入しなければ生産量には変化がないとしている。  

                                                 
b なお、この節の有料化と EPR 政策の 2R 促進効果の文献レビューについては、筆者の１人が別

途助成を受けた平成１８～２０年度廃棄物処理等科学研究事業（K1860，K1961，K2036）の成

果を活用している。  
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 より定性的ではあるが OECD が発行した EPR に関する政府向けガイダンス・
マニュアル (OECD,2001)も、このタイプの研究に位置づけられる。本文献は EPR
政策の制度設計について多くのことを述べているが、例えば、生産者が原材料の

選択と製品設計に関連する決定に関して最大の支配力を有する主体とされる場合

に、EPR 制度は最も効果的とする。  
 環境省による「一般廃棄物処理有料化の手引き」（環境省 ,2007）も同様にこの
タイプに位置づけられる。排出抑制効果についてではあるが、料金水準との関係

についてもデータに基づいて示している。  
 経済的ディスインセンティブ政策だけではなく、インセンティブ政策について

も同様である。例えば環境省による「３Ｒエコポイントシステム促進のためのガ

イドライン」（環境省 ,2011）は、こうしたタイプの政策デザインに関する研究と
位置づけられる。  
 また西井ら (2006)は、有料化の際に、質問紙調査と結果のフィードバックとい
う情報提供を行う場合と、そうでない場合の２Ｒ行動の促進効果の違いについて

検討し、情報提供を同時に行ったグループの方が、有料化後の２Ｒ行動実施率が

高かったことを報告している。このような政策の組み合わせに関する効果分析も

存在する。  
 さ ら に こ の よ う な 制 度 に 関 わ る 基 盤 的 政 策 研 究 も 存 在 す る 。 例 え ば

Sustainable consumtion の視点から、米国において企業を規制する法律は多いが
消費を規制する研究は少ないこと、消費者を規制する政策はどうあるべきか等に

ついて検討している研究もある。  
 
2.5.2. ごみ有料化の発生抑制促進効果  

 このタイプの研究の中で比較的多いものとしては、ごみ有料化の２Ｒ促進効果

に関する研究がある。  
 有料化の発生抑制効果についての研究としては有料化前後の発生抑制行動の変

化に関する研究が多い。レジ袋を断る・マイバッグを持参する行動については、

減少しているケース（京都市旧京北町地域：西井ら ,2007）から、約 25％増加し
ているケース（青梅市：東京市町村自治調査会 ,2000）までばらつきがあるが、
10％以上の報告も複数あり、比較的大きく増加する可能性もある。しかしながら、
その他の発生抑制行動では食品量り売り利用が 2.4％増加（青梅市：東京市町村
自治調査会 ,2000）、野菜・果物のばら売り・皿売り等が約 5％増加（京都市：森
安ら ,2007）など、数％程度までの行動が多く、また統計的に有意になる変化は
少ない傾向にあった。  
 なお質問紙調査ではなく、小売店の POS データを用いて、消費者の購入金額
を分析している研究もある。渡辺ら (2008)は、協力の得られた 2 生協の POS デー
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タを用いて、ごみ有料化が消費者の購買行動に与える影響について分析を行った。

その結果、ごみ有料化をしている自治体に立地する店舗の方が、食品全体の売上

げに占める「委託・テナント」部門の売上げの割合が低い傾向にあった。「委託・

テナント」部門の主な商品は、丼もの・サラダなどの調理済み食品であり、嵩張

るプラスチック容器に入れられる傾向にあるためと考察している。「シャンプ

ー・リンス」の全商品の売上総額に占める詰替え商品の売上金額割合も、有料化

をしている自治体で高い傾向が見られた。しかし食品全体の売上高に占めるカッ

プ麺の売上金額割合については特に有料化等の制度要因との関係が見出せず、嵩

張る容器包装が発生する商品でも影響に違いが見られる。この研究は、有料化自

治体と非有料化自治体の比較によるものであるため、有料化前後での購買行動の

変化を直接は把握できないが、こうした POS を用いた分析は重要な研究手法と
考えられる。  
 一方、ごみ量統計等を用いた量的な推計としては、Miranda ら (1994)、田中ら
(1996)、Skumatz ら (2007)の推計がある。Miranda ら (1994)による米国の 21 市
の調査データによれば，リサイクル・コンポストの寄与率を推計して合わせても

平均 53.8％（26～100％）であり，残りについては測定誤差，発生抑制が寄与し
ているだろうとしている。また田中ら (1996)は、日本の有料化導入前後の発生抑
制量を、各自治体ごとのごみ量統計と質問紙調査結果から試算している。報告結

果に基づいて発生抑制による減量率を計算すると、平均 5％（1～7％）となる。
Skumatz ら (2007)は、米国におけるごみ有料化の減量効果をマクロな時系列デー
タの分析と、クロスセクションデータの分析によって推計し、加えて、有料化時

のリサイクル、および、庭ごみのコンポスト化による埋立てごみ削減効果等を別

途推定して、これらを差し引く形で、発生抑制による減量効果を推定している。

その結果、5～7％程度が有料化の発生抑制促進効果による減量率と推定している。 
 以上の推計においては、発生抑制の寄与はいずれも他の要因で説明できない部

分として出したものでありまだ過大推計になっている可能性があるが、先に述べ

た発生抑制行動の増加も数％程度と報告されており、比較的一致した見解として

5～7％未満という推計値は一定、説得力のある数字ではないかと考えられる。  
 なお、有料化の減量効果についてはリバウンドに対する懸念が述べられている

が、発生抑制行動の持続性について検討している文献は、森安ら (2008)以外には
見当たらない。森安らは、京都市のごみ有料化を事例として、導入前後、および

その約１年後の調査を用いて、有料化後の発生抑制行動について検討している。

その結果、簡素な包装を依頼する、買い物時の工夫でごみを減らすことができる、

という回答が増加傾向にあることが示され、買い物時の発生抑制行動が持続し、

むしろ増加傾向にあることを述べている。  
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2.5.3. EPR 政策の発生抑制促進効果  

 EPR 政策の発生抑制効果についても若干の検討がある。ここでは容器包装の

EPR 制度に関する文献を中心に収集した。  
 諸外国の例のうち、ドイツやオランダについては、容器包装の総生産量が 7 年
ほどの間に 10％以上減少しており、品目別に見てもプラスチック製容器包装も含
めて減少している（中曽 ,2003；佐野・七田 ,2000；治田ら ,2005；社会経済生産
性本部 ,2006）。これに対して日本の場合には、総生産量は容器包装リサイクル法
制定の 1996 年をピークとして基本的に減少傾向にあり、ピーク時の 1996 年を基
準として、その後の最小値の 2003 年のデータをとると 7％の減少、事業系需要が
中心で再商品化義務対象外である段ボールを除くと 13％の減少となっている（山
川 ,2004)。導入以前からの傾向を見ると 1996 年までは増加しており、その後、
減少するというように容リ法の効果が現れているように見える。GDE との関係を
分析した石川 (2004)の考察でも、バブル崩壊後、GDE と容器包装生産量との比例
関係がなくなったが、特に容リ法制定後は、GDE が増加する一方で容器包装生産
量は減少しており、確かなことはいえないものの、他の要因ではこの減少を説明

できないとしている。このように日本を含めいくつかの事例では、一定の発生抑

制効果があったと推定される。  
 ただしイギリスやスペインなどの事例ではそのような効果は明確には見られず

（Walls,2006；社会経済生産性本部 ,2006）、また品目別に見ると、日本のプラス
チック製容器包装は、再商品化義務が適用される以前の 2000 年までは減少傾向
にあったものの、その後、増加に転じるという期待される動きとは逆の動きをし

ている（山川 ,2004）。また日本のごみ中の容器包装の割合は 2003 年頃まではほ
とんど変化していないように思われ、上記の容器包装廃棄物発生量の動向とは必

ずしも一致しない（山川 ,2004）など、理論的に期待される効果が現れていない
部分もある。飲料容器廃棄物発生量の変動要因を Decomposition Analysis を用い
て分析した田崎・森口 (2006)の研究においては、PET ボトルでは、１本あたりの
容器重量が減少していても、小型化、他の容器からのシフト、消費量増加等によ

りその効果は消えていることが指摘されている。  
 製品設計については、先にもあげた審議会における軽量化事例の紹介等（中央

環境審議会廃棄物・リサイクル部会 ,2005；産業構造審議会容器包装リサイクル
ＷＧ ,2005)から、容器包装リサイクル法が一定の影響を与えた可能性は推察され
る。しかし十分な量的貢献に至らず、また市場に出ている製品の実測調査結果を

みても、同種の製品でも中身重量あたりの容器重量には２倍以上の開きがある商

品群も少なくない（八都県市廃棄物問題検討委員会 ,2006)ことから、さらなる削
減の余地はある。  
 一定の設計変更の促進効果が認められたということは、EPR 政策の製品設計へ
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の影響についてはメカニズムとしては一定評価できると考えられる。しかし、さ

らなるインセンティブ強化が有効なのか、他の取組みとの併用が有効なのか等、

検討すべき課題は残されている。  
 
2.5.4. レジ袋有料化の発生抑制促進効果  

 2006 年の容器包装リサイクル法の改正以降、増えている取組みとしてレジ袋削
減対策、特にレジ袋有料化がある。日本では、舟木・安田 (1996)が早い時期の研
究として注目される。舟木は、その後、その他のレジ袋等に関する関連研究をま

とめて本を著している (舟木 ,2006)。近年は、このレジ袋有料化を地域協定方式で
進める自治体が増えている。環境省の調査によると、平成 20 年 11 月１日現在で、
都道府県の主導による一斉実施が３県、16 都道府県の 245 市町村で、市町村が主
体となってレジ袋の有料化に取り組んでいると報告されている（環境省 ,2009)。
こうした推進方策についての社会実験や調査結果の報告が行われている。  
 例えば、富山県では、県内で一部地域を除くほとんどのスーパー等がレジ袋有

料化の協定に参加、全店１枚５円でレジ袋有料化を実施した。その結果、１年間

の持参率は、スーパー32 社 143 店舗の平均で 88％、クリーニング 6 社 145 店舗
で 99％、ドラッグストア 5 社 108 店舗で 88％と報告されている（富山県 ,2009）。
また、名古屋市においても同様に高い辞退率が報告されている（名古屋市 ,2008）。
先行して取り組んだモデル事業の報告によれば、１０月～１２月の３ヶ月間の売

上・客単価の報告があったスーパー１０店舗の平均では、対前年比較売り上げ

100％、客単価 97％であり、ほぼ変化なしの状況である（容器・包装３Ｒ推進協
議会 ,2008）。島根ら (2007)も、杉並区におけるレジ袋有料化実証実験について報
告している。顧客数、客単価への影響、コスト削減効果などについても検討し、

若干の客単価への影響は見られたものの、おおむね肯定的な評価をしている。ま

た大型商品の売上げの落ち込みが相対的に大きいことを指摘し、取っ手をつける

などレジ袋がないことを前提とした製品開発の必要性を指摘している。  
 なおごみ中の鉛の発生源として着色レジ袋の寄与が指摘されており（佐藤・市

川 ,1995；浅利ら ,2007)、特に質的な観点からも、着色レジ袋の発生抑制の必要性
が指摘されている。  
 
2.5.5. 情報提供・広告等の発生抑制促進効果  

 情報提供型の働きかけは、一般に即効性のある効果が期待しにくいと考えられ

るため、発生抑制効果を具体的に議論することはあまりされていないが、いくつ

かの研究が行なわれている。  
 神﨑・立本 (2004)は、意識啓発のためのパンフレットを配布し、そのパンフレ
ットに関するアンケートを実施することで、組成別のごみ排出量への影響につい
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て検討した。実験は調査モニター自身による組成別、排出先別のごみ量記録結果

を提出する形で行われた。情報提供するグループと、情報提供をしないグループ

に分けて、上記の実験を行ったところ、働きかけの前には、両グループのごみ量

には統計的に有意な差はなかったが、働きかけ後の第２回調査時には 86ｇ /人・
日と有意な差が発生した。さらに約３ヵ月後の第３回調査時には、その差は 44
ｇ /人・日になったが、なお有意であった。総量では、情報提供前は実験群の方が
58ｇ /人・日多かったが、第２回調査では逆に 88ｇ /人・日の差が生じた。ただし、
第３回調査時には、42ｇ /人・日になっていた。差を見ると、総量でみても、処分
ごみでみてもほとんど変わらない。実験群で減少した処分ごみは、厨芥類、新聞・

雑誌以外の紙類、その他の可燃ごみなどだが、リサイクル量、自家処理量には大

きな変化はなかったという。こうしたことから、パンフレット配布＋アンケート

という情報提供・意識啓発により、一定の排出抑制が行われたものと考えられた。

ただし、21 品目×7 処分ルートのごみを自分で測定するモニター調査であり、調
査対象者が協力的な住民に偏っていた可能性は考えられる。  
 2008年 2月～3月に行われた経産省が行った家電売り場における３Ｒ情報提供
実験では、４項目の環境情報を「四つ葉」の形で表現したステッカーをはるとと

もに、環境情報端末による３Ｒ情報の提供を行った。その結果、製品購入者 65
人のうち、3R 配慮情報に気付いたのは 43％であり、また情報を参考にしたと答
えた客の半数が、より 3R に配慮した製品を選んだという（相馬 ,2008)。すなわ
ち、情報提供による一定の効果が考えれるが、今日始めて３Ｒを知った、あるい

は、なお知らない人が 55％であり、調査員の存在自体が購買行動に影響した可能
性も否定はできない。また、ここでの 3R に配慮した製品が 2R 型製品であったか
どうかはこの文献からは確認できない。  
 石川 (2008)は、NPO 法人 Gomi-jp が行った簡易包装キャンペーンの効果につい
て報告している。社内広告や新聞折込チラシなど各種のマス媒体等を用いて簡易

包装商品を買おうという広告キャンペーンを実施、同時にコープこうべの協力を

得て、店頭の商品の中から簡易包装商品を選定し POP によって簡易包装商品で
あることを示した。2007 年 2 月 1 日からキャンペーンを開始し（キャンペーン
１）、同年 2 月 18 日からはワゴン・見本棚での陳列も併用した（キャンペーン２）。
そして、これらのキャンペーンの効果を協力店の POS データを用いてポアソン
回帰モデルによって商品別に分析した。商品群別に有意な効果のあった商品の割

合を見ると 0~100％まで幅広く分布していた。食品全体ではキャンペーン１、２
についてそれぞれ 24％、34％、トイレタリー商品では 15％、11％であり、一定
の効果があったと判断された。その効果を全国に拡大推計した場合の発生抑制量

は家庭系一般廃棄物の約 1％となった。単なる情報提供ではなく、マーケティン
グでしばしば使用される種々の販売プロモーション手法を、訴求点を包装の発生
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抑制に絞って適用した場合の効果と考えることができる。  
 
2.5.6. 食育・環境教育による生ごみ発生抑制  

 環境教育等の教育・啓発的活動についても、やはり即効性のある効果は期待し

にくいが、学校現場における生ごみ発生抑制の取組みの場合には、定量的な効果

測定の可能性もある。  
 例えば丹下は愛媛県今治市立城東小学校において、取り組み 2 年半後に 10 分
の 1 以下にまで生ごみの発生量を削減した事例を報告している（丹下 ,2008；山
川 ,2008）。2004 年 4 月に校長に着任した丹下は、花づくりで校庭を埋めていたプ
ラスチックプランターに対して問題を投げかけることから初め、「ていねいな生

き方」を目指して、国際教育、平和教育などと環境教育、食育などをつなげなが

ら、食べ残し削減に取り組んだ。給食の食材を提供している有機野菜農家の訪問、

苦労話などを児童達が全校に伝達、残食量の少ないクラスの表彰、食材提供者の

顔写真と名前を校内テレビで放映などの取組みにより、半年後には食べ残し半減

を達成したという。その評価の背景には毎日の残食量を測定することによる食べ

残し量の指標化がある。さらに日量 2kg の生ごみ堆肥化容器を導入することによ
る目標設定、一人がスプーン１杯分がんばれば少なくなるとのアドバイス、仲間

で協力、食と環境をテーマとした学習、保護者とともに学習、国際教育や平和教

育との連携などさまざまな取り組みが行われた結果、当初の 10 分の 1 以下にま
で減ったという。  
 
2.5.7. その他の取組み  

 及川・占部 (2003)は、東京 23 区の建築物のストック量及び寿命の調査結果を
もとに、各種の解体廃棄物発生抑制方策の具体的な効果を検討している。その結

果、解体廃棄物発生抑制効果が大きいと考えられる方策は、耐震補強・改修、リ

フォーム、及び、新築建築物の長寿命化であり、中古住宅流通の促進、及び、事

務所建築物の住宅用途への転用は、単独で実施された場合では効果はないもしく

は少ないと指摘している。しかし、単独で実施して早急に効果が現れて効果が持

続する方策がないことも明らかとなり、解体廃棄物発生抑制のためには、耐震補

強・改修、リフォーム、新築建築物長寿命化に重点を置きつつ、中古住宅流通促

進などを総合的に実施していくことが重要であると述べている。ただし、上記の

各種施策が寿命を延ばす効果についてはデータがないため、既存文献に基づく考

察から仮の値を設定しており、さらに各種取組みの寿命延長効果に関する実証デ

ータが望まれる。  
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2.6. 分析・計画に使用されている２Ｒ指標  

 2.2～2.5で検討した文献等
で使用されている指標のうち、

重要だと考えた指標例をライ

フ サ イ ク ル の 段 階 別 に 表

2.6.1 に整理した。  
 POS データを利用した研

究が少しずつ出てきているが、

業務データで比較的利用可能

性もあり、購買行動系の 2R
指標として期待される。ただ

し分析手法や製品別発生原単

位の整備が課題である。  
 POS データの分析手法な

ど、その２Ｒ行動の効果測定

への利用可能性については 5
章で検討する。  
 一方、製品別発生原単位の

整備の方法としては、そのた

めの実測調査を行う方法と商品データベース等のデータを用いて推計する方法が

考えられる。こうした指標は POS データや行動調査等と組み合わせて重量ベー
スの製品フローを推計する上で利用できるだけではなく、中身容量あたり PET
樹脂投入量等と並んで、DfE の評価のためにも利用可能であり、その整備が期待
される。製品別容器包装重量は、本研究でも５章、６章、8.1、10 章、11 章でも
測定して分析に使用している。また商品データベースの利用可能性については

8.2 で検討した。  
 また消費者行動の調査は多いが、質問方法や調査方法はさまざまである。また

多くの場合、フローへの接続性が考えられていない。本研究では３章でフローへ

の接続性を考慮した２Ｒ行動指標について提案し、それを踏まえて６章で実証的

に検討した。また調査手法についても、本研究では郵送法、事業者へのインタビ

ュー調査法、インターネット調査法、統計資料活用など多様な手法を用いて分析

した。  
 なお、自治体等多くの調査が行われているが、表現が異なったり、調査方法に

課題があるなどにより、統合的に活用できないところがある。今後、各種調査結

果を統合して調査結果を相互に有効活用できるよう、２Ｒ行動の標準的な指標を

作成してマニュアル化するとともに、調査結果を入手できるポータルサイトを構

表 2.6.1 文献中で使用されている 2R 関連指標の例

指標分類 指標例

投入資源系 資源総投入量・資源生産性

製品素材系

中身容量あたりPET樹脂投入量
容器包装実出荷額
飲料種別容器包装種別生産量
製品別容器包装重量：各種食品・日用品、シャン
プー等
リターナブル容器入り飲料出荷割合

販売購入系：
販売データ

POSデータ：詰替、簡易包装商品、調理済み食
品・カップ麺ほか、等
リターナブル容器入り飲料販売数

販売購入・使
用・排出系：消
費者行動調査

レジ袋を断る、裸売り・量り売り・ばら売りのもの、
包装の少ないものを選ぶ、必要なモノを必要な
量だけ買う、等
・・・種々の聞き方：有無、程度、割合、頻度／品
目別特定，品目別包括，全体包括／行動、意図
／因子得点、等

排出・ごみ系

食品ロス量、組成別ごみ発生量
１人当たり総ごみ排出量、民間最終需要あたり
総ごみ排出量
詳細ごみ組成



 71

築することも期待される。  
 排出・ごみ系の指標でも有用なものがいくつか見られるが、モニター調査の場

合のモニターバイアス、１人あたり総排出量を用いる場合の感度の問題や自家処

理・民間リサイクルなど把握できないフローの存在、詳細ごみ組成調査を用いる

場合の代表性や精度の確保など、それぞれ課題もあるという状況である。本研究

では７章で、統計データと詳細ごみ組成調査データとを比較・検討している。  
 なお、ここまでに取り上げた文献または本研究で使用している分析手法を、研

究のタイプ別に表 2.6.2 にまとめた。  
 
表 2.6.2. 既存研究または本研究で使用された２Ｒの研究手法の概要  
  生活者の２Ｒ行動、または全般 企業の２Ｒ行動 

１）２Ｒ行動の

定義・分類  

・主観的整理、 

・視点を定めた分類、 

・因子分析・クラスター分析等の統計的

手法による分類 

・主観的整理（自治体

等によるマニュアル） 

・視点を定めた分類 

２）２Ｒ型製品

デザイン・生

産手法の開

発  

  ・設計手法提案研究 

３）２Ｒ行動・

資源・ごみの

指標開発・実

態把握  

・質問紙調査・聞き取り調査・インターネ

ット調査による個別行動実施度 

・販売データによる２Ｒ型商品シェア 

・Pressure-State- Response 指標体

系、 

・ＭＦＡ・物質循環指標体系 

・事例調査・報告（個

別、審議会資料、コン

テスト） 

・商品実測調査 

・商品ＤＢ調査 

・労働者ネット調査によ

る２Ｒ型商品シェア 

・質問紙調査（政府系） 

・リターナブルびん統計

（業界団体系） 

４）２Ｒ行動の

環境負荷評

価 

・商品重量比較法、 

・細組成調査による発生抑制可能量推

定 

・ペイバックタイム・最適更新年数 

・ＬＣＡ、 

・I/O 等を用いたマクロ経済シミュレーシ

ョン 

・商品重量比較法、 

・詳細組成調査による

発生抑制可能量推定 

・ＬＣＡ、 
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５）行動モデ

ル研究  

・資料調査、既存統計分析 

・行動理由調査 

・記述データ・インタビューデータの質的

分析、 

・ゲーミング手法を用いた質的分析 

・重回帰分析 

・多変量共分散分析、 

・因子得点に基づく行動パターンの類型

化と差異分析、 

・共分散構造分析・多母集団分析、 

・コンジョイント分析 

・理論的研究（情報の非対称性） 

・ケース・スタディ 

・労働者へのネット調査

（行動理由調査） 

６）プログラム

の効果分析  

＜データ＞ 

・国の生産統計 

・自治体のごみ量統計 

・POS・店舗データ 

・世帯・個人に対する質問紙調査データ 

・商品特性データ 

・事例調査データ 

＜分析手法＞ 

・前後比較（検定、要因分解） 

・時系列グラフの解釈 

・多変量解析（横断面、時系列） 

・シミュレーション 

＜研究デザイン＞ 

・実験的手法 

・サーベイ的手法 

・ケース・スタディ的手法 

  

７）制度・働き

かけデザイン  

・一般的考察 

・部分均衡分析 

・χ2 検定 

・グラフによる解釈 
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